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概要
2016年 4月に熊本地震が発生し、震災関連死の可能性のある者を含め
ると同年 6月はじめ時点で、約 70名の死者・行方不明者が出た。筆者らは、
発災後から熊本市を中心にインタビュー調査を実施したが、九州地方では、
行政関係者も地域住民等も、地震が発生しないという思い込みが強く、東
日本大震災等の教訓を自分の問題としてとらえることができていないほ
か、国の普及啓発活動で求められている内容と比較して、防災意識、備蓄
等が著しく不十分であった。本稿では、このような熊本地震の被災地の状
況を踏まえつつ、2013年に災害対策基本法改正によって創設された地域
住民や事業者による自発的な地域コミュニティの防災計画制度である「地
区防災計画制度」の活用の在り方や普及啓発の問題点等について、ICT（情
報通信技術）の観点も踏まえ、考察を行うものとする。
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Ⅰ　はじめに

1　背景
2016年4月14日夜及び4月16日未明に発生した一連の熊本地震 1）によっ
て、熊本、大分、福岡、佐賀、宮崎等で多くの死傷者が発生し、高速道路
や新幹線が寸断され、多くの地域で、水、電気、ガス等のライフラインが
破壊された。阿蘇地方では、東海大学阿蘇キャンパスの職員・学生約 700
人や周辺住民約 300人が孤立したり、東海大学農学部の学生アパートの崩
落で学生が亡くなった。本来災害時の拠点となるべき宇土市役所等の公共
施設や避難所も大きく損壊した。
一連の災害による死者・行方不明者は、6月時点で災害関連死の疑いの
ある者を含めて約 70人となっている。今後、被災者の避難生活が長期化
する可能性もあり、引き続き厳しい状況にある。
ところで、今回の熊本地震については、地元の行政や地域住民等の防災
意識の向上、避難訓練、避難所の整備、備蓄、耐震化、帰宅困難者対策、
事業継続計画（BCP）等、東日本大震災以降、政府によって取組の強化が
図られてきた点について、再び同じような問題が発生している。特に、地

1） 気象庁は、一連の地震を「平成 28 年（2016 年）熊本地震」（The 2016 
Kumamoto Earthquake）と命名している。本稿では熊本地震とよぶこととする。気
象庁（2016）参照。
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元の行政及び地域住民等が、災害を我が事としてとらえ、それに備えると
いう予防的な感覚が欠如しており、そのことが、被害を拡大させたと思わ
れる。
一方、国においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、例えば、地域コミュ
ニティの防災力の強化のために、地元の行政と連携した形での、地域住民
や事業者によるボトムアップ型の自発的な防災計画である「地区防災計画
制度」を 2013年の災害対策基本法で成立させ、2014年より施行させる等、
行政の支援だけに頼らない形による、地域コミュニティによる自発的な共
助によって、災害時に地域住民等の命を守る仕組みが導入されたはずで
あった。
同制度については、2014年度及び 2015年度に内閣府によってモデル事

業が実施され、全国 37地区で制度推進のための取組が実施されていたが、
九州では宮崎県で 2つの事業が実施されただけであり、熊本県では当事業
の取組は全く実施されていなかった。
筆者は、熊本地震発災後に、熊本県内を中心にインタビュー調査を実施
したが、九州地方では、行政関係者も地域住民等も、九州では地震が発生
しないという思い込みが強く、東日本大震災等の教訓を自分の問題として
とらえることができておらず、防災意識、日頃の防災活動等が著しく不十
分であったことが裏付けられた。
本稿では、このような熊本地震の状況を踏まえ、2013年に災害対策基
本法によって創設された行政と連携した形での地域住民及び事業者による
自発的なボトムアップ型の防災活動計画制度である「地区防災計画制度」
の活用の在り方や普及啓発上の問題点等について、ICT（情報通信技術）
の観点も踏まえ、考察を行うものである。

2　先行研究
本稿では、熊本地震の被災地におけるインタビュー調査において、町内
会等の一般的な地域コミュニテイとの違いも意識しつつ、マンションのコ
ミュニティにおける防災活動に注目している。そこで、一般的な地域コミュ
ニティとマンションのコミュニティにおける社会学等の学術的な先行研究
について最初に整理しておきたい。
地域社会学における地域コミュニティの基層組織に関する理論的・実証
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的な研究としては 2）、まずは、社会学者である高田保馬、奥井復太郎、鈴
木栄太郎、磯村英一の四氏が、「日本都市問題会議」において展開した町
内会制度の復活後の町内会等・住民組織に関する議論があげられる 3）。
高田（1953）1頁以下は、町内会の隣組に焦点を当てて分析を行い、大

都市における人間相互の作用は、合理性と自己の利益を求める故に情誼を
離れ利益社会的なものになり、家族は機能を減退させており、これに代わ
る共同社会が必要であるとし、隣組は、都市の人々に家族とは別の拠り所
を与え、自治体と住民の間を媒介していると指摘した。鈴木（1953）13
頁以下は、近代化や利益社会化に伴い、地区集団が衰退し、職域集団が優
勢になっている時期に、隣組や町内会等の制度を施行するのは文明の方向
や都市発展の方向に逆行するとした。奥井（1953）23頁以下は、都市化
の進展によって町内の近隣集団・近隣社会は崩壊に瀕しており、そのよう
な中で、近隣の組織化を進めることは、社会生活の改善のために重要であ
り、自由で明朗で、土地柄に応じた、ボス支配ではない近隣組織が重要で
あるとした。磯村（1953）35頁以下は、流動性の高い大都市では、町内
会等・隣組は必要なく、伝統的な組織の復活は不要であるが、地域集団を
再検討する可能性があるとすれば、個人の主体性や自発性に基づく町内会
等・隣組とは別の「コミュニティ」を形成すべきであるとした。
また、当時の政治学や行政学では、町内会等は政治的には旧中間層によ
る地域支配の伝統を温存する基盤であり、地域民主化の立場から、町内会
等の保守的な役割を批判する立場が強く、例えば、松下（1962）216頁以
下は、保守政治の基底であるムラと対決するため、地域での民主主義の確
立を提起した 4）。
その後、都市化の進展により、ニュータウンが建設され、環境も大きく
変化した 5）。中村（1980）34頁以下では、日本の都市における町内会等の

2） 1980年代までの議論をまとめた倉田（1987）10頁以下等を踏まえ、以下整理
した。

3） 先行研究の分析については、金（2016a）7頁以下を参考にしている。
4） 日本の町内会等については、従前は、国や行政の強制的な下部組織であるとす
る見解もあったが、現在は、行政と連携して自主的な活動を行っており、行政の
介入やコントロールは認められないことから、市民組織として理解されている。
今村・園田・金子（2010）153頁以下、辻中・ペッカネン・山本（2009）28・
29・34頁以下、Pekkanen（2006）参照。

 
5） この点について個人が社会層と諸集団のいずれに、どのような役割を通して参
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形成過程をみると、単一機能の集団が融合して包括的機能を持つ町内会等
へと発展しており、スペンサー以来の仮説であった、近代化の発展に伴い、
包括的機能を営む前近代的集団は単一機能を持つ集団に分化するという仮
説とは正反対であると指摘した。また、倉田（1985）176頁以下では、戦
後は、部落会及び町内会の廃止に伴い生まれた衛生組合、自警団、募金組
織等の単一機能集団が再度合体して町内会等が作られた旨指摘した 6）。さ
らに、地域社会の在り方の分析枠組みとしての「コミュニティモデル」研
究を提示し、その後の都市社会研究に影響を与えた奥田（1983）28頁以
下 7）、町内会に住むことを機縁に形成される「住縁アソシエーション」を
定義し、住むことは、人間の基本的な営みで、多くの行為及び意志から成
り立つとした岩崎・上田・広原・鯵坂・高木・吉原編（1989）11頁以下
がある。
倉沢・秋元（1990）では、町内会等の組織・機能の特性について、①排
他的地域独占性（一つの地域（区画）に一つの町内会が存在）、②世帯単
位加入性（加入名義は世帯主であるが、世帯が加入単位で、世帯主は世帯
の代表者たる資格において加入）、③全戸自動加入性（地域内の全世帯が
加入することを規範とした組織）8）、④包括機能性（活動目的が多岐にわた
り、包括的で機能は無限定）、⑤行政末端補完性（行政事務事業の末端的

与しているかの研究である「生活構造研究」に関する安田（1964）がある。
6） 同書では都市コミュニティ研究のパラダイム、近隣関係と地域住民組織、ニュー
タウン（近隣住区）とコミュニティ活動、町づくり運動のダイナミックプロセス
の 4部で都市化の意味の考察を行っている。

7） 同書では住民が地域全体のことを考える広い視野を持っているか、閉鎖的・排
他的な意識を持っているかという「住民の意識面」、地域活動を自分たちで主体
的に行うか、行政に依存するかという「住民の行動面」の二つの軸を設定し、こ
れをもとに演繹的に地域社会の住民を類型化した。そして、①住民の閉鎖的・排
他的意識が強く、地域活動を主体的に行う傾向が強い状態である「地域共同体モ
デル」、②都市化の進展等による地域共同体の解体後の住民が地域への帰属対象
やその意識を失っている状態である「伝統的アノミーモデル」、③住民の権利を
意識し主体的な権利の取得を追求するが、関心が自らに関係する問題に限られる
状態である「個我モデル」、④地域住民が地域全体のことを考える広い視野を持ち、
地域社会に対して積極的な参加を行う状態である「コミュニティモデル」の四つ
のモデルを提唱し、上記のモデルのうち、①→②→③→④への移行を理想とした
上で、③→①への移行を退行であるとした。なお、これを検証・修正するための
研究も多数あり、例えば、鈴木（1986）では、奥田モデルの「コミュニティモデル」
（鈴木は、「開放的相互主義」と呼んでいる。）をユートピア的で、現実の地域社
会ではあり得ないとして、消極的に捉えている。

8） 強制加入説もあるが、倉沢・秋元（1990）は、実質的拘束性がないことから、
自動加入としている。
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業務を組織として遂行）を挙げている 9）。
さらに、地域社会を射程に入れつつ、都市（社会構造）に重点を置き、
大都市化という都市（社会構造）の変容とそれに伴う都市住民の意識の変
容に関する奥田（1999）10）、都市化による社会関係の希薄化を検証する際に
は地域の枠を超えた議論が必要であるとする「コミュニティ解放論」の立
場に立ち、コミュニティをパーソナル・ネットワークとして捉えるフィッ
シャーの仮説 11）の検証を行った大谷（1992）、松本（1992）も挙げられる。
地域社会学からの防災に関する研究としては、今野（2001）における神

戸市真野地区等を対象にした阪神・淡路大震災後の事例研究は、災害時に
おける地域社会の役割が注目され、災害時の共助を前提としたコミュニ
ティの防災活動の研究の発展につながった。また、地域コミュニティの防
災活動と福祉活動を接合した神戸市の「防災福祉コミュニティ」12）につい
て、コミュニティ論の観点も踏まえて分析したものとして倉田（1995）及
び倉田（1999）、震災前のコミュニティの成熟さが復旧・復興の速さに影
響するとした奥田（1997）、災害対応への期待をコミュニティに過度に負
わせることを批判した大谷（1995）、震災時に町内会等が中心になって避
難所を運営したケースが少ないことを指摘した岩崎（1995）、震災を踏まえ、
集中過密型の都市の脆弱性と都市の成長主義の限界を指摘した鈴木
（1998）、都市防災の歴史を災害と法律改正の関係も踏まえて分析した吉井

9） 倉沢（2004）85～ 86頁も参照。なお、菊池（1990）223頁以下は、地縁団体
の機能を「対内機能」と「対外機能」に分け、前者は、生活充足、住民交流、合
意形成、規範維持、地域代表等地域統合機能であり、後者は、行政業務の補完、
行政への圧力・参加等の機能であるとしている。

10） 同書では、奥田の「総論　都市と都市社会学にとっての 1990年代」、玉野和志
の「巨大都市化の発展類型と地域」、成田孝三の「大都市衰退地区の再生」、松本
康の「都市社会の構造変容」、町村敬志の「グローバル化と都市」、平山洋介の「被
災都市と現代のプランニング」、最後に奥田の「都市コミュニティの再定義－よ
り大きな都市コミュニティの枠組みへ」で構成されており、都市社会学の通説的
な見解から特徴のある見解までが幅広く含まれている。

11） フィッシャーは、都市度が高いほど他者との接触可能性が高まり、同じような
ライフスタイルを持つ者同士がつながりやすくなることによって、親族や近隣と
のネットワークを減らすようになり、選択的に獲得した友人ネットワークのほう
がより発達する傾向があるとした。Fischer（1982）参照。

12） 現在は、神戸市内全域 191地区でコミュニティが結成されており、自治会、婦
人会、事業者、消防団等によって組織され、平常時の福祉的な活動を重視しつつ、
災害時も活動できる組織である。1995年に神戸市が『神戸市復興計画』第 5章に
「防災福祉コミュニティ」を近隣生活圏の安心コミュニティとして位置づけたの
がきっかけとなって広まった。倉田（1999）299頁参照。
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（1996）等がある 13）。そして、防災の観点から地域コミュニティと町内会等
の関係について分析を行った吉原（2009）、町内会等や自主防災組織のよ
うな防災コミュニティの基層組織としての役割について、東北の 6都市で
調査を行い分析した吉原（2011）及び岩崎・鯵坂・上田・高木・広原・吉
原（2013）もあるが、これらは、東日本大震災前の町内会等に係る分析を
基にした研究である。さらに、東日本大震災後の研究としては、災害想定
を前提として街づくりが進められた結果、住民自身の災害への備えが衰退
し、想定外に対応できなくなったと指摘する田中・舩橋・正村（2013）及
び田中（2013）等があるが、これらは、いずれも「地区防災計画制度」の
施行前の状況を前提にしている。
「地区防災計画制度」については、2013年に創設されてから日が浅いこ
とから、同制度に関する研究史にならざるをえない。防災社会工学等の観
点からの「地区防災計画制度」に係る研究としては、制度の制定過程を関
係研究会の経緯、国会審議等を含めて、参与観察的な立場から分析した金・
西澤・筒井（2015）、西澤・筒井・金（2015）及び西澤・金・筒井（2016）、
同制度によって促進される共助という用語の法的な位置づけについて、公
助と対比させることによってその意義を明らかにするとともに、同制度の
法設計の意義について考察を行った井上・西澤・筒井（2014）及び西澤・
筒井（2014c）、同制度の創設に関わった内閣府の担当官による解説書であ
る西澤・筒井（2014a）、内閣府が東日本大震災での支援側及び受援側の双
方に対して実施した調査 14）を踏まえ、同制度について論じた守・西澤・筒
井・金（2014）及び西澤・筒井（2014b）、同制度によって、防災活動をきっ
かけに、地域コミュニティ内の人間関係が良好になり、また、防災活動と
連携する形で防犯活動や福祉活動等の地域活動が活発化すること、それら
を通じたソーシャル・キャピタル 15）の醸成や地域活性化・まちづくりの可

13） 災害弱者との関係、町内会や自主防災組織との関係、ボランティアとの関係等
に焦点をあてて、防災における地域コミュニティの在り方について研究したもの
として、吉原（2012）がある。なお、横田（1999）では、大震災は、コミュニティ
機能の意義の再認識やコミュニティ研究の発展につながったとしている。

14） 2013年 3月に内閣府は、支援側 3,000人及び受援側 3,000人に対してインター
ネット調査を行い、支援側の誠意が受援側に高く評価されており、受援側の満足
度が高いこと、ICT 等による情報発信が支援側及び受援側の双方にとって大きな
役割を果たしたこと、東日本大震災後、支援側及び受援側ともに支援活動への参
加の意思を持つ者が増加していること等を明らかにした。内閣府（2013b）参照。

15） ソーシャル・キャピタルを社会における人々の結びつきを強める機能を持つも
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能性について論じた内閣府（2014a）、金（2014）、川脇・奥山（2011）、
Kawawaki（2015）及び布施（2015）がある 16）。そして、社会学の立場から
の同制度に関する研究としては、同制度は地域防災力強化の観点から地域
住民にとって必要であるが、同制度をどの地区でも実際に活用することが
できるか疑問という、必要性と可能性のギャップがあることを指摘し、そ
の課題を明らかにした西澤・筒井・田中（2015）、岩手県安渡町の計画づ
くりの過程等を参与観察的な視点から分析した大矢根（2015a）、吉川（2013）
43頁以下及び Yoshikawa（2015）、原発防災に係る計画づくりについて論
じた大矢根（2015b）、日中の地域コミュニティにおける防災活動について、
同制度の創設者に対するインタビュー調査等を踏まえて、両国の地域コ
ミュニティの防災活動について比較検討を行った金（2015a）及び金
（2015b）、マンションのコミュニティとの関係で同制度について論じた金・
筒井・西澤（2015）、金（2016b）がある。その他、関西 3地区におけるワー
クショップを通じた地区防災計画づくりについて分析した田中（2015）、
事業継続計画（BCP）及び地域継続計画（DCP）の観点から論じた磯打
（2015）、ICT（情報通信技術）や経済法の観点から同制度活用の在り方に
ついて論じた林・西澤（2016）等がある。

ので、個人に協調行動を起こさせる社会の構造や制度とし、家族や血縁関係から
コミュニティ等の地縁ネットワークまで多様な存在の総体とした Coleman （1990）
302頁以下、ソーシャル・キャピタルを人々の協調行動を促すことにより、その
社会的効率を高める働きをする社会制度であると定義し、信頼、互酬性・規範、ネッ
トワーク等の要素から構成されているとした Putnam（1993）、アメリカのコミュ
ニティにおいて政治、市民団体、宗教団体、労働組合等に対する市民参加が減少
していることを実証し、ソーシャル・キャピタルが衰退しているとした Putnam
（2000）、先進 8カ国を例にソーシャル・キャピタルや市民社会の性格の変化やそ
の要因について論じた Putnam（2002）、人々のネットワークを資源としてとらえ、
個々人に重点を置いてソーシャル・キャピタル論を展開した Lin（2002）、信頼や
互酬性をはじめとするソーシャル・キャピタルの維持・発展の在り方について解
説した稲葉（2011）、政治経済的な立場からソーシャル・キャピタルを所有でき
るようなものではなく、人々の間の関係を意味するとした宮川・大守（2004）参照。
なお、Aldrich（2008）では、ソーシャル・キャピタルが大きいほど災害復興が速
いことを明らかにしたほか、Aldrich（2012）では、1923年の関東大震災後の東京、
1995年の阪神・淡路大震災後の神戸、2004年のインド洋大津波後のインドのタ
ミル・ナードゥ、2005年のハリケーン・カトリーナ後のアメリカのニューオーリ
ンズを例に、ソーシャル・キャピタルの豊かさが、被災した地域コミュニティか
らの人口・産業の移動を最小化し、コミュニティの復興を促進すると述べた。

16） この他に、同制度と ICTの関係について論じた西澤・筒井・金（2014）及び金・
筒井・西澤（2015）、経済学的な立場から同制度について考察した川脇（2015）、
工学的な立場から計画作成について考察した加藤（2015）がある。
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3　本稿の位置付けと調査手法
従来の先行研究では、東日本大震災後の地域コミュニティの基層組織に
関して、災害対策基本法の改正や「地区防災計画制度」の創設といった防
災面の重要な制度の変化やその実態関係に焦点をあてて研究を行った例は
限られている。また、当然のことながら、熊本地震を題材として扱った関
連研究も、発災から時間が経過していないことから、ほとんど見られない。
そこで、本稿では、日本の町内会等が果たしてきた役割や関係する社会
学等の研究動向を踏まえつつ、東日本大震災後の町内会等の防災活動につ
いて、災害対策基本法や「地区防災計画制度」との関係に留意しつつ考察
を行い、その上で、熊本地震を受けての「地区防災計画制度」の在り方に
ついて、ICT（情報通信技術）との関係にも留意して検討を行う。具体的に
は、関係する文献調査に加え、実際に熊本市内の免震マンションに居住す
る住民に対するインタビュー調査を実施し、その内容を分析しつつ、地域
コミュニティにおける共助による防災力強化の在り方について考察を行う。
なお、本稿では、文献調査及びマンション住民等に対するインタビュー調
査（質的調査）を基に考察を行っているが、インタビュー調査については、
地域コミュニティにおける個々人の生活にまで立ち入るものであり、イン
フォーマント（情報提供者）のプライバシーに対する配慮が重要になる。そ
のため、インフォーマントに対して事前に十分な説明を行い、調査の進め方
や情報の取扱い等について同意を得たほか、調査結果の分析に当たっても、
個人情報の取扱いに十分な配慮を行い、人権の保護及び法令等の遵守に係
る問題が生じないように徹底した。具体的には、関係者に対するインタビュー
調査では、調査対象者の立場に配慮して、事前に調査の意義や位置付け、調
査結果の取扱い等について文書を配布して十分な説明を行い（インフォーム
ド・コンセント）、調査者との間で信頼関係（ラポール）を築いた。
また、インタビュー調査に当たっては、事前リサーチで収集したイン
フォーマントの所属や被災経験等に関する情報を踏まえつつ、質問項目に
ついておおまかな計画（インタビューガイド）を作成し、事前にインフォー
マントにそれを提示して、インタビューに臨んだ。そして、インフォーマ
ントの希望も踏まえ、インフォーマントが積極的に調査に参加できるよう
に、質問項目についておおまかな計画（インタビューガイド）を作成し、
質問の流れに応じて柔軟に質問項目を変えることができる「半構造化面接
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法」（semi-structured interview）を採用した。なお、本調査においては、イ
ンフォーマントから、当方より事前に提示した各質問項目に対して、回答
のアウトラインを示すペーパーの提出があった。

Ⅱ　熊本地震について

1　熊本地震の概要
2016年 4月 14日夜に最大震度 7を記録した熊本地震が発生した。熊本

県益城町等では、家屋の下敷きになる等して死者や多くの負傷者が出たほ
か、高速道路や新幹線も寸断された 17）。
熊本県災害対策本部によると、特に家屋等の倒壊による窒息死や圧死が
多かったといわれている。救出活動には、多くの自衛隊、警察、消防等が
派遣され、倒壊した家屋から多くの被災者を救出した。
さらに、16日未明には、熊本県を震源とする最大震度 7の地震が発生し、
熊本、大分、福岡、佐賀、宮崎等で多くの死傷者が出たほか、多くの地域
で、交通網やライフラインが寸断された 18）。特に、阿蘇地方では大規模な
土砂崩れが発生し、南阿蘇村の阿蘇大橋が崩落、東海大学阿蘇キャンパス
の職員・学生約 700人と周辺住民約 300人が孤立したほか、東海大学農学
部の学生アパートの崩落で学生が亡くなった。また、宇土市役所等の公共
施設や避難所が損壊した 19）。
一連の災害による死者・行方不明者は、6月時点で災害関連死の可能性
のある方を含めて約 70人となっている。余震が継続し、大雨も続いてい
たことから、被災者の避難生活が長期化する可能性もあり、また、現在は
復旧しているものの、一時は、熊本空港（阿蘇くまもと空港）が閉鎖され、
九州新幹線や九州自動車道が寸断されたことから、物流や人の流れに支障

17） 「負傷者 1千人超に、九州新幹線復旧のめど立たず」『読売新聞』2016年 4月
16日参照。

18） 16日の地震の規模は 14日の地震の規模を上回ったため、気象庁は 16日の地
震を本震、14日の地震を前震と位置付けたが、「平成 28年（2016年）熊本地震」
という名称については、一連の地震について、熊本地震と引き続く地震活動とし
てとらえることとして、名称を変更しないこととした。なお、その規模は、1995
年の阪神・淡路大震災と同規模であるとされる。「一連の地震は「平成 28年熊本
地震」に 気象庁が発表」『朝日新聞』2016年 4月 21日参照。

19） 「熊本地震、死者 41人に　千人孤立・9万人避難」『読売新聞』2016年 4月 17
日参照。
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が生じ、不慣れな地元行政の対応にも大きな問題があり、避難所の物資が
不足する等大きな混乱が起こった。
今回の熊本地震については、地元の行政や地域住民等の防災意識、避難
訓練、避難所の整備、備蓄、耐震化、帰宅困難者対策、事業継続計画（BCP）
等のように東日本大震災以降に強く対策が求められてきた問題が、再び同
じように発生している。特に、地元の行政及び地域住民等の災害を我が事
としてとらえ、それに備えるという予防的な感覚の欠如が、被害を拡大さ
せたと思われる。
一方、国においては、東日本大震災の教訓を踏まえ、例えば、地域コミュ
ニティの防災力の強化のために、地元の行政と連携した形での、地域住民
や事業者によるボトムアップ型の自発的な防災計画である「地区防災計画
制度」を 2013年の災害対策基本法改正で創設し、2014年より施行させる
等行政の支援だけに頼らない形で、地域コミュニティによる自発的な共助
によって、少なくても発災直後を乗り切れるような仕組みが作られたはず
であった。しかも、同制度については、2014年度及び 2015年度に内閣府
によってモデル事業が実施され、全国 37地区で制度推進のための取組が
実施されていたが。しかし、九州では宮崎県で 2つの事業が実施されただ
けであり、熊本県では取組が全く行われていなかった。
今回の熊本地震は、このように行政や地域住民の防災意識が弱く、「地
区防災計画制度」のような共助による防災活動が十分に実施されていな
かった九州地方を襲ったことになる。

2　共助の動き
ところで、熊本地震では、地元の行政による対応は極めて厳しい状況に
あったが、県内外には、それを心配して、積極的に支援したいという多く
のボランティアの動きがあった 20）。室﨑益輝・神戸大学名誉教授によると、
全壊・半壊の家屋数とボランティアの人数の比率で比較すると、その規模
は、多くの学生等のボランティアが参加して「ボランティア元年」といわ

20） 本稿で取り上げるような共助の動きがあるのに対して、被災した住宅を狙った
空き巣が県外からやってきたり、義援金を装った不審な電話等の問題も指摘され
ている。「「窃盗目的で熊本に」　地震に乗じた犯罪、善意も標的に」2016年 5月
3日『朝日新聞』参照。
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れた阪神・淡路大震災の時並みであるといわれている 21）。
南阿蘇村等では、避難所で村役場の職員の数が不足しており、十分な対
応ができないのを見かねて、中学生や高校生が自発的にボランティアを担
うようになり、物資運搬、避難者への食事の配膳、高齢者等の体調急変に
備えた夜間見回り等を実施したという 22）。
熊本市では、4月 22 日からボランティアの受け付けが始められた 23）が、
熊本市中央区花畑広場に設けられた市の社会福祉協議会によるボランティ
アセンターには、受付開始前から 1,000 人以上のボランティア希望者が長
い列を作った。ここでは、ボランティアを 5人程度のグループに分け、被
災者が求めている支援内容を聞き取ったり、避難所、救援物資集積所等で
物資の仕分けや清掃への支援を担当するボランティアを募集していた 24）。
ただし、余震が続く中の作業であり、全国からの多くの問い合わせに不慣
れな事務局は混乱をした。
また、一般的な共助のほかに、他の行政機関からの支援も進んでおり、
例えば、自衛隊が本来の業務ではない災害ごみの処理を手伝ったり、1995
年の阪神・淡路大震災で全国から支援を受けた神戸市環境局等が、当時の
支援の恩返しをしようと、熊本県内の市町村のがれき等の災害ごみの回収
等の支援を行った例もあった 25）。
さらに、福岡市は、熊本市に対する自己完結型の新たな支援モデルを構
築して注目を集めた。これは、市民から熊本の被災地向けに持ち込まれる

21） 2016年 5月 29日に福岡大学で開催された地区防災計画学会シンポジウム「熊
本地震を踏まえた地域防災力強化の在り方 in 福岡」での同氏の報告参照。

22） 「熊本地震　避難所支える中高生　「生まれ育った南阿蘇のため」」2014年 4月
20日『産経新聞』参照。

23） 全国から集まったボランティアの活動は被災地でも高く評価された。一方で、
ボランティアに割り振る仕事が十分でない、ボランティアがやりたい仕事がない
等の需要と供給のミスマッチの問題も指摘されている。なお、東日本大震災の際
には、一部のボランティアが無料の宿泊所や食事等を被災地に要求し、被災者そっ
ちのけで仲間内で親睦を深め、避難所で騒いだり、記念撮影をして盛り上がって
帰っていく行為がモンスター・ボランティアとして問題になったが、熊本地震の
被災地や支援を行う大学や団体では、そのような教訓を踏まえ、不適切な行為を
あらかじめ戒める呼びかけがなされていた。「感動ポルノ、就活ネタ作り　GW
に被災地へ殺到する「モンスター・ボランティア」」2016年 4月 29日『dot.』参照。

24） 「週末、私も助けたい　ボランティアが長い列」2016年 4月 23日『読売新聞』
参照。

25） 「「阪神大震災の恩返し」ごみ収集　神戸市から支援　触れた被災者の優しさ」
2016年 5月 4日『産経新聞』参照。
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支援物資について、混乱を防ぐため、呼びかけがあるまでは市役所に持ち
込まないように依頼した上で、熊本市と調整の上で、被災地で変化するニー
ズにあわせて、最初は義援金の提供を求め、次に、ペットボトルの水、ト
イレットペーパー、おむつ、未使用のタオル及び毛布、生理用品の 6種類
のみを市民からの支援物資として、特定の小学校の教室で受け付けること
にした。その後、避難所運営のノウハウを持つ市職員 100 人と企業が連携
して、熊本市東区の避難所等でこれらの支援物資を配ることとした。その
際には、熊本市で支援物資が滞留する原因となっている支援物資の集積地
である熊本陸上競技場を経由することなく、職員の宿泊及び支援物資の中
継基地を隣接した菊池市につくることによって、福岡市から菊池市を経由
してそのまま熊本市東区の避難所に人員と支援物資を届けるようにした 26）。

3　現地調査について
筆者らは、2016 年 4 月の発災後から、熊本市を中心にインタビュー調

査を実施したが、九州地方では、行政関係者も地域住民等も、地震が発生
しないという思い込みが強く、東日本大震災等の教訓を自分の問題として
とらえることができていなかったように見受けられた。そのため、防災意
識だけでなく、避難訓練、備蓄等も著しく不十分であった。
一方、免震構造のマンションに居住していたため、地震の被害をほとん
ど免れ、避難所に避難せずにマンションでそのまま生活を継続することが
できた事例もみられるほか、職業上、事業継続計画に関する知識があった
住民の中には、発災後も自宅で冷静に対処して、大きな被害を出さなかっ
た例もみられる。
以下では、2016 年 5 月に熊本市中央区で熊本県初の免震マンションで
ある「パークマンション水前寺公園」に居住していた地域住民に対して実
施したインタビュー調査の概要を紹介する。
インタビューは、基本となる質問事項を決めておき、詳細は、その場で
インタビューの対象者にあわせて実施する「半構造化面接法」で実施して
おり、調査に当たっては、①質問項目作成、②事前説明（インフォームド・
コンセントの徹底、ラポールの構築等）、③インタビュー調査の実施、④

26） 「熊本地震､福岡市が ｢絞る支援｣ に挑んだワケ」2016年 4月 24日『東洋経済』
オンライン参照。
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調査結果の再構成、⑤メール等での追加情報収集、⑥確認依頼、⑦最終取
りまとめ等の作業を分担して実施した。具体的には、①及び⑦は金が、②
～⑥は西澤が、④は林及び筒井が中心になって担当した。
また、事前に設定した質問事項は以下の 20 項目である。

①　マンションの建築年、構造（何階建てか、分譲か、耐震等の特徴）、
市内での位置、世帯数、居住者数等如何。
②　マンションの管理組合、自主防災組織等の構成如何。また、発災時に
それらはどのような役割を果たしたのか。
③　マンション管理規約や防災計画はどのようになっているのか
④　マンションと地域の町内会・自治会、学校、行政、商店街等との連携は
どのようになっているのか。周辺住民がマンションに避難した例はあるのか。
⑤　地域コミュニティやマンションにおける防災訓練、避難訓練等の状況
はどのようになっているのか。
⑥　マンションにおける地域活動やコミュニティの活性化のための催しの
実施状況如何。
⑦　14 日の前震及び 16 日本震の発災時の対応状況如何。また、被災状況
の確認方法、被災状況如何（住み続けることができるのか。）。疎開者も
いるのか。
⑧　マンションにおける被害は比較的少なかったが、耐震（免震）の効果
如何。
⑨　発災後に避難所に避難したのか。また、支援物資はどのように調達し
たのか。物資の入手に困ったものはどのようなものか。
⑩　マンション及び各戸における防災用品の準備、トイレ、貯水、食料等
の備蓄の状況如何。また、それは発災時に実際に活用できたのか。
⑪　マンションに一族が避難されてきた例があるが、それはどのような理
由によるものか。
⑫　帰宅困難者を受け入れた事例はあるのか。
⑬　避難所に避難するよりもマンションに避難するほうが良い理由は何か。
⑭　被災して 1週間目、2週間目等の時系列的な変化で御記憶のあるもの
を御教示いただきたい。また、発災から 3週間が経過したが、現在の地
域コミュニティや各戸の状況如何。
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⑮　親類、友人、近所等の被災状況を教えていただきたい。
⑯　市役所等行政の対応については、いろいろ不満も出ているようである
が、感じていることがあれば御指摘いただきたい。
⑰　地域コミュニティでの相互の助け合いである共助について感じたこと
があれば教えていただきたい。
⑱　災害ボランティアによって助けてもらったこと、ボランティアに対し
て感じていることがあれば、教えていただきたい。
⑲　国土交通省が調査に来たと伺っているが、役所や大学による調査につ
いては、どのように感じているのか教えていただきたい。
⑳　国土交通省によるマンション標準管理規約上のコミュニティ条項の削
除についてどのように感じているのか。

4　インタビュー調査概要
インタビュー調査の対象となったインフォーマントは、小塩龍樹氏であ
る。小塩氏は、福岡大学法学部西澤ゼミに所属する小塩大暉氏の父であり、
1962年生まれの 52歳であり、熊本大学法学部卒業後、同大学院で憲法を
専攻した後、1990年に肥後銀行に入り、現在、同銀行監査部監査企画グルー
プ副企画役を務めているほか、「パークマンション水前寺公園」の管理組
合の理事長である。
小塩氏は、銀行業務の関係で事業継続計画について学んだことがあり、
水害等を想定災害として防災活動を行った経験があったほか、断層の状況
についても調査したことがあったそうである。
インタビュー調査は、2016年 5月 8日（日）午前中に「パークマンショ

ン水前寺公園」の小塩氏宅を訪問し、約 3時間にわたり実施された。なお、
同調査では、小塩氏の紹介で同じマンションに住む地域住民に対してもイ
ンタビュー調査を実施したほか、熊本市内の拠点避難所等でもインタ
ビュー調査を実施したが、詳細は別稿に譲るものとする。
以下、インタビュー調査での小塩氏の回答を事後に整理し再構成したも
のの概要を示す。
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パークマンション水前寺公園の特徴（質問項目①～⑥、⑳に対応）
小塩氏の住む「パークマンション水前寺公園」は、熊本市の中心部であ
る中央区東部の水前寺公園近くに位置しており、近隣には熊本県庁等公共
機関が多い。1998年（平成 10年）に竣工した 14階建のマンションであり、
敷地面積は 5849.2㎡、建物延床面積は 11792.7㎡、鉄筋コンクリート造りで、
敷地内にはマンション住民専用の児童公園や大型の貯水タンクが設置され
ている。世帯数は 110世帯であるが、居住者数はマンション管理組合でも
正確に把握していないそうである。同マンションは、熊本県で初めてマン
ションとして免震構造を取り入れた点が特長とされている。
同マンションの区分所有者全員で構成されている管理組合は、総会や理
事会があり、その下に修繕委員会が置かれている。総会は年 1回開催され
ており、11人の役員で構成されている理事会は毎月開催されている。防
災活動を行うための自主防災組織は置かれていない。管理業務は管理会社
に委託されている。
同マンションには、管理規約として、「パークマンション水前寺公園管

理規約」が 1998年 10月 7日に制定されている（最終改正は 2003年 5月
11日）が、同規約は、防災計画に特化した条項はないほか、国土交通省
の「マンション標準管理規約」上で問題になったコミュニティ条項 27）のよ

27） コミュニティ条項とは、2004年の標準管理規約改正で追加されたもの（27、
32、34条）であり、管理費の使途及び管理組合が行う業務として「地域コミュニ
ティにも配慮した居住者間のコミュニティ形成」を規定していた。居住者（所有者）
の高齢化、所有者と居住者の不一致の増大（賃貸化の促進）、大規模改修や建替
えを必要とするマンションの増加等を受けて、国土交通省は、2012年から「マン
ションにおける新たな管理ルールに関する検討会」を開始した。そこでは、当初は、
管理組合の運営に係る専門家等の関与・受託を容易にする第三者管理の導入、管
理組合の議決権を面積もしくは価格割にできる選択肢の導入（議決権の所有者間
格差の導入）等が論点として想定されていたが、途中から、コミュニティ条項の
撤廃に関する論点が取り上げられた。2015年 10月に国土交通省は、「マンション
の管理の適正化に関する指針」と「マンション標準管理規約」の改正（案）につ
いて意見募集を実施したが、その改正案では、検討会がまとめた報告書を踏まえ、
管理組合の業務と管理費の規約から「コミュニティ条項」を削除するものの、代
わりに、防災・防犯、美化・清掃等を資産価値向上の活動として管理業務に盛り
込み、管理費が充てられるとした。関連して、2015年 10月 21日『読売新聞オン
ラインニュース』「国交省、マンション管理規約の改正案で意見募集」参照。そ
して、2016年 3月 14日に改正が実施され、防災・防犯、美化・清掃等のコミュ
ニティ活動は可能であること等を明確にし、判例も踏まえて各業務の内容を整理
することとしたとされているが、条項が削られたことから、今後の運用に注目が
集まっている。国土交通省 HP

 　http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000052.html 参
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うなものはない。
町内会との関係については、管理組合の理事会の役員を町内会の担当者
として任命し、定期的に町内会の会合に出席させているほか、町内会の実
施している廃品回収等の行事にも参加させている。
なお、マンションにおける防災訓練、避難訓練等については、地域の子
供会（砂取校区）主催で火災避難訓練及び地震避難訓練を実施しており、
現在もそのような活動は継続されている。
マンションにおける地域活動やコミュニティの活性化のための催しにつ
いては、七夕飾りやクリスマスツリーを住人有志が準備しロビーに設置し
て、短冊やクリスマスカードを住民が自由に飾り付けられるように配慮す
る等してコミュニティの関係を作ろうとしてきた。

熊本地震発災時の模様（質問項目⑦・⑪・⑰等対応）
2016年 4月 14日の前震及び 16日の本震の際のマンションにおける対
応状況については、以下のように整理されている。
まず、小塩氏個人としては、14日の地震（余震）の時には、御子息 2

人に連絡を取るように奥様と御息女に指示した上で、被害がなかったこと
を確認した。16日の地震（本震）の際には、停電でテレビを見ることが
できなかったことから、御子息に連絡を取り状況を確認した。その後に、
懐中電灯や毛布等を準備して、念のため、奥様と御息女を連れて屋外の駐
車場にある自家用車の中に避難した。
被災状況については、14日には外構部分の破損を確認し、また、16日

には夜明けを待ってマンションの外観全体を確認したが、その時点でマン
ションの外壁には全く異常がなく、タイルの剥落もなかったことから、小
塩氏は、マンションの躯体には異常がないと判断した。マンションの室内
は、タンス等の転倒も少なく居住には問題なかった。ただし、震度 5強等
の余震が続いたため駐車場の自家用車に避難する住民、砂取小学校に避難
する住民も見られたとのことである。
マンション管理組合としては、4月 14日には、理事長及び修繕委員長

を中心に館内放送をかけたほか、エレベーター内に閉じ込められた人がい

照。あわせて、金（2016a）59頁参照。
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ないか等の確認作業を実施した。そして、15日には、持回り理事会により、
修繕委員会に対して「地震による人的及び物的な被害の発生・拡大を防止
するために、必要な措置を行う」権限を理事会から委託することとした。
16日には、理事長の判断により、自家用車に避難した住民向けにトイレ
付きの集会所の解放、出入り口の開放、破損した階段への立ち入り禁止措
置等を実施した。
当該マンションは、110世帯と世帯数が多く、管理組合として住民全員
の状況を正確に把握しきれていない部分もあるが、普段から互いに挨拶を
して、顔の見える関係があるので、住民が助け合って一緒に避難所に行っ
た例があるほか、住民同士で安否確認等を行っている例がある。
なお、いずれも夜間に発生した地震であり、周辺の住民や帰宅困難者が
当該マンションに避難した事例は確認していない。

マンションの耐震（免震）構造の効果（質問項目⑧・⑪・⑮に対応）
小塩氏は、このマンションの特長であった免震構造の効果は、大変大き
かったと感じている。熊本の市街地に関する報道では、地震発生時には、
多くの建物で物が飛び散っているようであるが、少なくとも同氏の周辺で
はそのようなことはなかった。また、小さい本棚や衣装ケースは倒れたが、
それ以外では、棚から物が落ちるようなこともなく、また、ガラスや食器
等にも全く被害はなかった。マンジョン全体でも、全く物が倒れなかった
との声も出ているそうである。
周辺のマンションの内部は揺れでかなり大きな被害を受けたそうで、同
氏の同僚等は、マンションは無事であったものの部屋の中は散乱したそう
である。また、周辺では、マンションの玄関扉がゆがんで開け閉めができ
なくなるような被害も多数出ていた模様である。
なお、当該マンションは、免震構造で被害もほとんどなかったことから、
居住に支障がなく、安全であるとして、住民が親族を呼び寄せて、一緒に
マンションで生活を継続しているそうである。

避難所や支援について（質問項目⑨・⑬・⑱に対応）
当該マンションでも、小塩氏一家のように駐車場の自家用車に避難した
住民が多数いたようである。
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また、避難所に避難した住民もいたが、同氏に関しては、当該マンショ
ンの耐震性に信頼を置いているため避難しなかったそうである。また、一
時的に避難所に避難した住民も、避難所が混雑していて満足に寝られず、
支援物資も十分に揃っていなかったことから、16日の早朝には、夜が明
けるとマンションに戻ってきたそうである。
同氏は、支援物資を受け取っていない。16日の本震の際にも、当該地
区は県庁の近くであるため、電気も一時停電したものの、1時間程度です
ぐに復旧し、また、当該マンションには大型貯水タンクもあるため、マン
ションとしての断水はなく、水にも不自由することはなかった。念のため、
発災後には、20リットル入りポリタンクに水道水を確保した。ただし、
それを利用することもなかった。
一方で、発災した 16日やその翌日は新鮮な食糧の確保が難しかったほ
か、周辺のガスの復旧には時間がかかったとのことであった。なお、その
ような事情でボランティアに支援を受けたこともないし、報道で見るだけ
とのことであったが、ボランティアについては、報道でいろいろと問題点
を指摘されているようだが、復旧に人手が必要な場面ではありがたいと思
うとのことであった。

日頃の防災活動・備蓄等の効果（質問項目⑩に対応）
マンション管理組合では、管理人室に防災用具一式を準備していたが、
特段使うことがなかったとのことである。そして、住民各々が懐中電灯や水
や食料等を持ち寄って対応したが、それで十分であり、トイレについては
駐車場に避難した方のために集会場のトイレを開放したとのことであった。
なお、当該マンションは、これまで台風等による停電でも県庁の近くの
区画であることから電気の復旧が一番早く、マンションとして大型貯水タ
ンクを備えている。電気さえあれば水も出るため、特段の備蓄はなかった。

発災からの変化（質問項目⑭に対応）
発災後 1週間はライフラインのうちガスが復旧しなかったため風呂に入

ることができず不便を感じたが、2週目に入ると、ガスも復旧し、余震が
続いていたことを除けば普段の生活に戻り、3週目（インタビュー時点）
になると、当該マンションの住民は普段通りの生活をしていたが、余震に
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対する不安を抱えている人は当然いると思うとのことであった。

行政の対応・その他（質問項目⑯・⑲に対応）
熊本市から「震災ごみは自由に捨ててよい」といった指示が流れたこと
から、大量のごみが道路に山積した。市はあわてて、震災と関係のないご
みが出さないように訴えたが、一度行政が出した指示を変えるのは難しく、
いまだにいろいろなごみが出ているそうである。例えば、何十年も前のブ
ラウン管のテレビが大量にゴミ捨て場に放置されていたが、このようなこ
とになったのは、ごみの量を事前に考えずに、そのような指示を出した市
役所の不手際であると考えているとのことであった。
一方、国土交通省九州地方整備局の担当官が、免震構造の有用性につい
て調査するため当該マンションに 4月 20日に実態調査に訪れた。今後は、
国が事例を収集し、研究を重ねて建築基準法の改正等に反映されるようで
あるが、このような事例を国民の安全・安心な生活のために役立てていた
だきたいとのことであった。
今回の地震でも想定外のことが発生したが、特に「本震」と思っていた

14日の地震の翌々日にそれを上回る「本震」が発生する等全くの予想外で、
現行の耐震基準では震度 7で倒壊しないことを基準としているが、震度 7
の地震が 2回目にきたときに、既に 1回目の震度 7で弱っていて、耐えき
れなかった建物が多数あったとのことであった。
なお、小塩氏からは、当該マンションは、他の建物と比べ被害も少なく、
室内も大丈夫であったため「安全」ではあるが、余震が続く中で「安心」
までは得られなかったそうで、「安心」は人の気持ちの問題であるため判
断が難しいとの指摘があった。
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Ⅲ　災害対策基本法と地区防災計画制度

1　町内会等を母体とした防災活動の歴史
日本では自然災害が多いが、このような大規模災害の発災時に大きな役
割をはたしてきたのが、町内会等の地域コミュニティである。ここでは、
最初にその防災活動のルーツについて、簡単にまとめておきたい 28）。
町内会等における防災活動のルーツは、日本の伝統的な地域コミュニ
ティである「むら」における相互の助け合いの関係にある。その関係は、
明治時代にも受け継がれ、町村制に基づき、町村の下に旧来の「むら」単
位で置かれることが多かった区は、社会生活上、自律的な一体性を保ち、
地縁団体として、長くその機能を維持していた。
その後、1940年 9月の内務省訓令「部落会町内会等整備要領」では、

町村の区等の単位での地縁組織を行政制度として整備することとし、部落
会及び町内会は、①全市町村に設置され、②全戸を構成員とし（強制加入）、
③市町村の補助的下部組織となること等が規定された。そして、部落会及
び町内会は、戦時中には、物資配給等を担い、統制経済が機能するに当た
り大きな役割を担った。
戦後、GHQは、部落会及び町内会の戦争での役割を踏まえ、1947年 1

月の内務省訓令第 4号及び政令第 15号により内務省訓令「部落会町内会
等整備要領」を強制的に廃止させることで、部落会及び町内会の制度を廃
止させた。しかし、1947年の地方選挙では、部落会及び町内会の有力者
が躍進したことから、再び GHQの命令でポツダム政令「町内会部落会又
はその連合会等に関する解散、就職禁止その他の行為の制限に関する件」
（1947年 5月 3日）が出され、部落会及び町内会並びにその連合体の長の
職にあった者が、関係する職に 4年間就くことを禁止し、部落会及び町内
会の財産の処分等を規定した。これにより、部落会及び町内会の活動は強
制的に禁止された 29）。
しかし、1953年のサンフランシスコ条約の締結に伴ってポツダム政令

28） 防災政策の展開については、横田（2014）を参照。また、町内会及び地区防災
計画制度に関しては、金（2016a）18頁以下も参照。

29） 地方自治研究資料センター編（1977）14頁以下参照。
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の効力が失われると 30）、法令に規定されることこそなかったものの 31）、自然
に地域コミュニティの住民によって町内会等の活動は復活した。
この点について、高田（1953）は、家族が機能を減退させる中で、隣組

は、都市の人々に家族とは別の拠り所を与え、自治体と住民の間を媒介し
ているとし、鈴木（1953）は、隣組や町内会等のような制度を施行するの
は文明の方向や都市発展の方向に逆行するとし、奥井（1953）は、都市化
の進展によって町内の近隣集団・近隣社会は崩壊に瀕しており、近隣の組
織化を進めることが重要であるとし、磯村（1953）は、流動性の高い大都
市では、町内会等・隣組は必要ないとし、個人の主体性や自発性に基づく
別のコミュニティを形成すべきとした。
その後の日本の都市における町内会等の形成過程をみると、前述のよう
に、単一機能の集団が融合して包括的機能を持つ町内会等へと発展してお
り 32）、また、部落会及び町内会の廃止に伴い生まれた衛生組合、自警団、
募金組織等の単一機能集団も再度合体している 33）。町内会等の性格につい
ては、前述の①排他的地域独占性、②世帯単位加入性、③全戸自動加入性、
④包括機能性、⑤行政末端補完性が挙げられる。なお、いわゆるコミュニ
ティ解放論の立場に立ち、コミュニティをパーソナル・ネットワークとし
て捉える見解も出てきている 34）。
地域コミュニティにおける防災活動は、数百戸程度の町内会等や複数の

町内会等で組織される小学校区を母体として組織された「自主防災組織」
による自発的な防災活動が中心となっている。また、近年は、マンション
単位での数千戸（数千人）単位の町内会も出現しており 35）、後述のように、

30） ポツダム緊急勅令の廃止により、部落会及び町内会を禁じていたポツダム勅令
が失効し、地域コミュニティにおける町内会等の活動が自然に復活し、戦前から
の部落会及び町内会の活動は、切れ目なく続いた。岩崎・上田・広原・鯵坂・高木・
吉原（1989）123頁以下参照。

31） ただし、1991年の地方自治法改正では、町内会等の「地縁による団体」が法
人格を取得できる旨規定されたほか、1961年に制定された災害対策基本法では、
町内会等が母体となった自主防災組織（住民の隣保協同の精神に基づく自発的な
防災組織）について規定された。

32） 中村（1980）34頁以下参照。
33） 岩崎・上田・広原・鯵坂・高木・吉原編（1989）11頁以下参照。
34） 大谷（1992）、松本（1992）参照。
35） 例えば、2008年に完成した東京都中央区勝どきにある 2棟の 58階建ての超高
層マンションと複合施設で構成される「ザ・トーキョー・タワーズ」は、防災活
動でも有名であるが、2,794戸で 7,000人以上が居住している。
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その防災活動にも注目が集まっているが、「建物の区分所有等に関する法
律」に基づきマンション所有者によってつくられるマンション管理組合と
任意団体である町内会等が別々に作られる等煩雑な仕組みになっている 36）。
ここで、町内会等を母体にした自主防災組織について、災害対策基本法

（以下「災対法」）との関係を中心に遡ってみると、1947年のキャサリン
台風、1948年のアイオン台風及び福井地震、1953年の集中豪雨等（いわ
ゆる「（昭和）28年災」）のような災害の教訓を受け、1959年の伊勢湾台
風を契機として、災害対策の基本理念と個別対策の総合化を図るため、
1961年に災対法が制定され、市町村長の責務として「住民の隣保協同の
精神に基づく自発的な防災組織」の充実が努力義務として盛り込まれた（第
5条第 2項）。なお、当時は自主防災組織の芽生えの時期であり、その活
動状況は明らかではないが、大都市の震災対策推進の流れの中で、都市部
の地震災害を想定して、自主防災組織づくりが進められた。
伊勢湾台風以後は、大規模災害がなかったこともあり、社会全体として、
防災に対する意識が弱まったが、1976年に当時、東京大学地震研究所助
手であった石橋克彦氏による駿河湾地震説（後の東海地震説）の発表をきっ
かけに自主防災組織の結成が進み、地震だけでなく風水害を含めた災害全
般に対策が広がったほか、地方でも自主防災組織が作られるようになった。
ただし、同説と関係の深い静岡県等の活動カバー率は上がったものの、そ
れほど変化のない県もあり、地域間格差が存在した。
その後、東海地震が発生しなかったこともあり、再び防災に対する意識
が弱まっていたが、1995年の阪神・淡路大震災で地域防災力の重要性が
再認識され、災対法の 1995年改正で、行政の配慮規定に自主防災組織の
育成に関する規定が盛り込まれた（第 5条第 2項、第 8条第 2項第 13号）。
そして、神戸市の防災福祉コミュニティのような防災活動と福祉活動等と
の連携にも注目が集まった。
また、その後も時間の経過とともに防災に対する意識が弱まったが、

2011年の東日本大震災で再び共助による防災活動に注目が集まり、2012
年の災対法改正では、都道府県防災会議の委員に自主防災組織のメンバー
が加入できるようになり（第 15条第 5項第 8号）、2013年の改正では、

36） なお、管理組合も町内会等も法人である場合もある。
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新たに設けられた基本理念に自主防災組織に関する規定が盛り込まれた
（第 2条の 2第 2号）37）。

80年代以降に、地方から都市部への人口流入によって、マンションが
急激に普及したが、当時は、行政が主導して公団住宅等への入居を促進し
ていたこともあり、行政からは、マンションは、都市計画と対立するもの
であり、一般に人間関係が希薄で、単身者等も多く、各々が自由な生活を
好む傾向があるので、そのような場所にコミュニティは育たないとか、既
存の町内会等との連携は難しいとみられていた。
そのような中で、兵庫県の加古川グリーンシティ等のマンションにおけ
る共助による防災活動に注目が集まった。約 2,000人が住む加古川グリー
ンシティが完成したのは、1986年であるが、1995年の阪神・淡路大震災
の教訓を踏まえ、1998年に加古川市からの呼びかけにより同マンション
の自衛消防隊及び防犯防災委員会が一体化され、加古川グリーンシティ防
災会が設立された。そして、その会が中心になって、積極的な地域活動や
高度な防災活動を展開し、全国的に有名になった 38）。
一方、都市化や少子高齢化の進展の中で、伝統的な地域コミュニティに
おいても、マンションと連携した形での地域活動の強化の必要性が感じら
れるようになった。例えば、東京都東大和市の団地では、1戸建てに住む
比較的裕福な高齢者の多い地域の伝統的な町内会等と隣接する比較的若者
が多いマンションの地域コミュニティが連携して、防災活動に取り組む事
例等もみられるようになっている 39）。
そして、防災活動が伝統的な町内会等と新しいマンションにおける地域

37） 消防庁（2011）10頁、黒田（1999）、西澤・筒井（2014c）参照。なお、大都市
だけでなく、過疎で高齢化した集落における災害時要援護者対策等にも注目が集
まっている。例えば、2014年の長野県神城断層地震では、高齢化した村において、
地域住民たちが助け合って、倒壊した家屋から被災者を救出する等により死者・
行方不明者を出さなかった（白馬の奇跡）。なお、その際には、地域コミュニティ
のボランティア活動が早くから機能し、行政と社会福祉協議会も連携して受援体
制を整え、被災者のニーズに応じたサポートを実施した。「検証　長野県神城断
層地震の対応」『リスク対策 .com』2014年 1月 25日参照。

38） 同防災会 HP http://www.greencity.sakura.ne.jp/greencity_bousaikai/参照。
39） 内閣府（2013a）35頁参照。東京都東大和市の「南街・桜が丘地域防災協議会」
は、南には新しい高層マンションが多く若い世代が居住する「桜が丘地域のマン
ション管理組合」があり、北は戸建て住宅が多く高年齢者が居住する「南街地域
の自治会」があった。このような特性の異なる両地区は、地域内の学校や行政機
関とも連携して地域活動、防災活動を活発に実施しており、2012年度に東京都防
災隣組の第一回認定団体となっている。
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コミュニティとのネットワークを繋げ、実際に地域防災力の向上へと導く
手段となることも指摘されるようになった。

2　東日本大震災と阪神・淡路大震災
1995年の阪神・淡路大震災では、6,400人以上の死者・行方不明者 40）が
出ており、地震に伴うマンションを含む家屋の倒壊や火災によって亡く
なった人が多かったが、大規模広域災害であるため、行政が全ての被災者
を救出することが難しく（公助の限界）、助かった人の大半は、家族や近
隣住民等によって救出されていることが明らかになり、共助の重要性が強
調されるようになった（図 1参照）41）。
また、2011年に発生した東日本大震災では、1万 8,000人以上の死者・

行方不明者が発生した。そして、本来災害時に被災者を支援すべき行政自
体も大きな被害を受けた。例えば、岩手県大槌町では町長以下の多くの職
員が津波によって亡くなった。そのため、行政が被災者を支援することが
難しくなった（公助の限界）。このような厳しい状況の中で、生き残った
住民等は、地域コミュニティの人間関係を利用して、相互に助け合い、連
携して避難したり、避難所の運営を円滑に行う等により危機を乗り切った。

40） 本稿では、内閣府（2015a）付属資料 8の整理に従って、阪神・淡路大震災と
東日本大震災については、（震災）関連死を含んだ死者数を記載している。なお、
阪神・淡路大震災での関連死は 919人である。

41） 内閣府（2014a）4～ 5頁参照。

図 1　阪神・淡路大震災における救助の主体（左）と生き埋め等の救助の主体等（右）
（左：河田（1997）・内閣府（2014a）参照、右：日本火災学会（1996）・内
閣府（2014a）参照）
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このような地域コミュニティにおける共助の活動は、復旧・復興にも大き
な役割を果たした。
釜石市は、昭和三陸地震（1933年）やチリ地震（1960年）等の津波で

大きな被害を受けた経験があったことから、海岸で大きな揺れを感じたと
きは、肉親にもかまわず、各自一刻も早く高台に避難し、津波から自分の
命を守れという「津波てんでんこ」42）とよばれる防災教育を実施してきたが、
こうした防災教育が効果を発揮し、例えば、全校児童の 9割以上が下校し
ていた釜石小学校では、児童全員が無事に避難することができた。さらに、
児童の中には、自宅にいた祖母を介助しながら避難を行ったり、津波の勢
いの強さを見て、避難してきたまわりの人々とともに、指定避難所よりも
さらに高台へ避難したりする例がみられたほか、小中学生の行動の影響を
受けて、地域コミュニティの人々の中にも一緒に避難をして助かる人が多
く、自助だけでなく、共助としても注目された（釜石の奇跡）43）。
つまり、津波から自らの命を守るための小中学生の「津波てんでんこ」
に基づく自助の行動が、地域コミュニティ全体の避難につながったという
点で、結果的として共助の活動となった事例であり、阪神・淡路大震災に
おけるいわゆる互助的な共助とは、性格が異なっていることに留意する必
要がある 44）。
なお、本稿で焦点をあてているマンションにおける共助の問題について
は、東日本大震災では、帰宅困難者に関しては、職場や帰宅路の近隣のマ
ンションが避難場所となる場合もあり、マンションと周辺コミュニティと

42） 「てんでんこ」とは「各自」という意味の方言である。釜石市では、小中学生
に対する防災教育で、地震発生時には、一刻も早く高台に避難し、津波から自分
の命を守ることを教えていた。内閣府（2014a）6頁参照。

43） この他、内閣府が 2014年 2～ 4月に仙台市、大船渡市、気仙沼市で被災経験
のある 30～ 80代の男女 18名に対して実施した「東日本大震災の被災地におけ
る共助による支援活動に関するヒアリング調査」では、市町村や自衛隊等による
公助のほか、地域コミュニティにおける助け合いによる共助が、被災者の生活の
維持に特に大きな役割を果たしていることが判明しており、「①共助によって倒
壊した自宅から救出された事例」、「②共助によって助け合って避難を行った事
例」、「③共助によって助け合って避難所の運営を行った事例」、「④共助によって
隣近所の住民が助け合って在宅避難を行った事例」等が報告されている。内閣府
（2014a）6～ 7頁参照。

44） 矢守（2012）44頁では、「てんでんこ」は、一見自助のみを強調するかにみえ
るが、家族やコミュニティといった事前の社会の在り方、事後の人身の回復やそ
の結集にも大きな意味を持つものであり、実は共助の重要性を強調する要素を有
していると指摘している。
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の間で新しい共生の形が生まれたという指摘もある 45）。ただし、エレベー
ターが停止して多くの地域住民が長時間閉じ込められたり、断水のために、
マンションの最上階まで住民自らが水を運ばなければいけなかったりする
等マンション特有の課題も指摘されている 46）。

3　我が国の災害対策法令と地区防災計画制度
ここで、日本の災害対策法令を振り返った上で、阪神・淡路大震災及び
東日本大震災の教訓を踏まえた共助に関する災対法の改正の経緯について
整理してみたい。
吉井（2007）等では、災害関係法令の制定過程を 4つの時期に分けてい

る。最初が、1946年の南海地震等の教訓を踏まえ 47）、1947年の「災害救助
法」48）の制定により、被災者救助の仕組みが創設された時期である。2つ
目が、その後、大災害が頻発する中で、毎回、特別措置法がつくられてい
たが、1959年の伊勢湾台風を契機として集大成され、1961年に災対法が
制定された時期である 49）。3つ目が、東海地震の切迫性に関する東海地震
説等の指摘と直前予知の可能性を受け、災害対策の中心が風水害から地震
へとシフトし、1978年に「大規模地震対策特別措置法」が制定された時
期である 50）。4つ目が、阪神・淡路大震災を契機として、1998年に「被災

45） 都市防災美化協会・防災都市計画研究所（2015）第 1章参照。品川区等では帰
宅困難者に対してマンション等の住民が支援を行い、「沿道コミュニティ」がう
まれたといわれている。

46） 2015年 9月 2日　リスク対策 .com記事「「マンション “防才 ” アイデアコンテ
スト」募集開始」参照。http://www.risktaisaku.com/sys/news/?p=1213

47） 1946年の南海地震では、大津波によって、四国や紀伊半島が大きな被害を受
けた。その際には、救助水準に関する地域差、関係機関相互の連絡の不統一、罹
災救助基金の資金不足等の問題が明らかになった。吉井（1990）50頁、吉井（2007）
58頁参照。

48） 同法は、従来は都道府県に任されていた救助活動を国の責務とし、実際の救助
を法定受託事務として都道府県知事に行わせることとしたほか、具体的な救助内
容及び水準の明確化、必要な物資の収用、医療関係者、土木建築工事関係者、輸
送関係者等の動員のような強い権限を知事に与えている。吉井（2007）58頁参照。

49） 前述の 1947年のキャサリン台風、1948年のアイオン台風及び福井地震、1953
年の集中豪雨等（いわゆる「（昭和）28年災」）のような災害の教訓を受け、1959
年の伊勢湾台風を契機として、災害対策の基本理念と個別対策の総合化を図った
のが同法である。同法が制定されるまでは、大災害が発生するたびに特別措置法
が制定されていた。例えば、「（昭和）28年災」の際には、25件の特別措置法が
制定され、「災害救助法」の適用拡大や被災した農林漁業者に対する資金の融通
等が図られた。吉井（1990）49頁以下、吉井（2007）59頁参照。

50） 1961年の災対法制定後は、防災対策の進展と幸運が重なり、災害被害が顕著
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者生活再建支援法」が制定された時期である 51）。
吉井（2007）等が整理した 4つの時期の後に、新たに東日本大震災を契

機として災対法改正が行われているが、その特徴としてあげられるのは、
阪神・淡路大震災の発災前までは、行政の公助を中心に災害対策の仕組み
がつくられており 52）、災対法では、国レベルの総合的かつ長期的な計画で
ある「防災基本計画」、地方レベルの都道府県及び市町村の「地域防災計画」
等が規定され、行政がトップダウン型で災害対策を行うことが前提とされ
ていた 53）。一方、阪神・淡路大震災及び東日本大震災後は、地域コミュニティ
における共助の動きに注目が集まり、共助を促進するための関係規定が同
法に盛り込まれた 54）。
以下では、地域コミュニティにおける共助の動き 55）とその動きを促進す

に減少していた。そして、東海地震説がマスコミで大々的に取り上げられたこと
を受けて、1978年に「大規模地震対策特別措置法」が成立し、長期予知を踏まえ、
被災予想地域を特定し、当該地域を強化地域として地震防災対策を集中する仕組
みが創設された。吉井（1990）56頁以下、吉井（2007）56頁参照。

51） 吉井（2007）56頁以下、吉井（1996）127頁以下参照。なお、同法は、自然災
害によって生活基盤に被害を受けた被災者に対して、都道府県が相互扶助の観点
から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給する制度であり、いわ
ゆる災害対策法制とは性格が異なることに留意する必要がある。

52） 同法第 3条～第 5条参照。なお、東京では、関東大震災後に町内会が防災に積
極的に取り組んだところも多く、地域の相互の助け合いの中で防災は重要な役割
を果たしていたが、戦後、消防本部等専門機関の設置が進み、また、ハード面で
の防災対策が進展する中で、このような助け合いの要素が薄れていったといわれ
ている。中村（1983）、倉沢（1977）、倉沢（1998a）、倉沢（1998b）、黒田（1999）
参照。

53） 同法第 3章参照。
54） 1995年の災対法改正では、第 5条第 1項で「自主防災組織」という用語が明
確に定義され、第 7条第 2項の住民等の責務の中に自発的な防災活動への参加が
盛り込まれたほか、第 8条第 2項の行政による配慮規定の中に、自主防災組織の
育成、ボランティアによる防災活動の環境の整備等の自発的な防災活動の促進に
関する規定が盛り込まれた。

55） 共助による防災活動について検討するに当たっては、災対法と同法に規定され、
消防庁が推進してきた自主防災組織の変遷についても留意する必要があるが、同
法制定時から、市町村長の責務として「住民の隣保協同の精神に基づく自発的な
防災組織」の充実が努力義務として盛り込まれていた（第 5条第 2項）。当時は
自主防災組織の芽生えの時期であり、どのくらいの組織が活動していたかは、明
らかではないが、その後の大都市震災対策推進の流れの中で、都市部において、
地震災害への対応を想定して、町内会を基盤として組織化が進められた。そして、
前出のように、東海地震説をきっかけに同組織の結成が加速化され、地震だけで
なく風水害を含めた災害全般に対策が広まった。そして、地方においても同組織
が必要であると認識されるようになった。その後一時低迷する時期もあったよう
であるが、阪神・淡路大震災では、地域防災力の重要性が再認識され、同法の
1995年改正で、同組織を法律上で「自主防災組織」とし、行政による配慮規定の
中に自主防災組織の育成に関する規定が盛り込まれた（第 5条第 2項、第 8条第
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るための法制度である「地区防災計画制度」について、その制定過程を含
めて整理する。
まず、1995年 1月に発生した阪神・淡路大震災においては、倒壊した
家屋による圧死や火災による焼死が多く、救出された人の約 8割が、地域
コミュニティの人々によって救出されたが、このような事例を踏まえ、行
政の対応能力を超えるような大規模広域災害の発生に備え、地域コミュニ
ティの中で相互に助け合うこと、つまり共助による防災活動の重要性が強
く認識されるようになり 56）、例えば、神戸市では、地域コミュニティにお
いて防災活動及び福祉活動を組み合わせた「防災福祉コミュニティ」事業
が開始された 57）。
また、研究者の間でも、このような教訓を踏まえた研究が進み、室﨑

（2005）では、災害に強い都市づくりの課題について述べる中でコミュニ
ティレベルでの防災計画づくりを強く推奨し、この計画づくりによる日常
でのまちづくり、地域の NPOや企業とのつながりの構築等を提唱してい
た。これが後に、内閣府における「地区防災計画制度」の法制化やガイド
ライン作成に強い影響を与えたと思われる。以下は、その影響を与えた部
分の抜粋であることから、特に引用しておきたい（下線は筆者）。

防災都市づくりのフレーム
防災都市をつくるということは、災害に備えるためのハードウェア、ソ
フトウェア、ヒューマンウェアを充実することに他ならない。ハードウェ
アとは「ものづくり」、ソフトウェアとは「しくみづくり」、ヒューマンウェ
アとは「ひとづくり」である。すなわち、防災都市づくりは、防災ものづ

2項第 13号）。その後、共助に関する関心が年々薄れていたが、東日本大震災で
再び注目が集まり、2012年の同法改正では、都道府県防災会議の委員にも自主防
災組織のメンバーが入ることができるようになり（第 15条第 5項第 8号）、また、
2013年の同法改正では、新たに設けられた基本理念に自主防災組織に関する規定
が盛り込まれた（第 2条の 2第 2号）。消防庁（2011）10頁、黒田（1999）、西澤・
筒井（2014c）参照。

56） 内閣府（2010）1頁、同（2014a）4～ 5頁参照。なお、矢守・吉川・網代（2005）
17頁以下は、地域住民が災害対応に係る合意形成を学ぶため、防災ゲーム「クロ
スロード」を紹介している。共助の観点から、一般向けにわかりやすいストーリー
によって災害対応を説明した矢守（2014）も参照。

57） 内閣府（2014a）28頁、同（2013a）32頁、内閣府（2014b）別冊 14頁参照。
また、都市づくりの関係者も防災という観点を重要視するようになった。立木
（2007）参照。
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くり、防災しくみづくり、防災ひとづくりに分けられる。
（中略）
（4）計画策定によるしくみづくり
しくみづくりでは、防災都市のビジョンや戦略を指し示す防災計画の策
定が欠かせない。いうまでもなく、行政レベルの地域防災計画の充実をは
かることが欠かせないが、市民も参加した形でのコミュニティレベルの防
災計画づくりを推奨したい。そのなかで、非常時の高齢者等に対する支援
の具体化をはかる、日常時の防災まちづくりの協議をみんなで進める、地
域の NPOや企業などとのつながりを築く、といった取組みが期待される。
この計画策定においては、行政の計画であっても企業の計画であっても
地域の計画であっても、その進捗状況を絶えずチェックしその効果を検証
するという実行管理が欠かせない。（後略）

次に、2011年 3月に発生した東日本大震災でも地震や津波によって行
政機能が麻痺した状況において、岩手県釜石市の小中学校の児童や生徒が、
高齢者を介助しながら避難をしたり、児童や生徒の避難行動の影響を受け
て、地域コミュニティの人々が一緒に避難する等共助による活動が重要な
役割を果たした 58）。また、地域コミュニティにおける共助が、被災者の生
活の維持にも大きな役割を果たした。例えば、地域コミュニティにおいて、
①倒壊した自宅から共助によって救出したり、②助け合って避難を行った
り、③助け合って避難所の運営を行ったり、④助け合って在宅避難を行っ
た例がみられた 59）。
このような地域コミュニティにおける共助の動きを受け 60）、災対法の改
正が行われ、共助については、まず、阪神・淡路大震災での教訓を踏まえ、
1995年の改正でボランティア 61）に関する規定が追加された。また、東日

58） 内閣府（2014a）6頁参照。
59） 内閣府（2014a）7頁参照。
60） なお、従来、地域コミュニティにおける地域防災力を担ってきた消防団は、団
員数が 90万を切っているほか、30代以下の団員が 6割を切る等団員の減少、平
均年齢の上昇等が進んでおり、また、同様に地域防災力を担ってきた自主防災組
織についても、同様に社会の変化によって、その活動能力が落ちているとの指摘
がある。消防庁（2014）参照。

61） ボランティアについては、共助の中でも多様な形態のものがあり、支援、受援
等の在り方についても、多様な論点があるが、本稿では、深く立ち入らない。
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本大震災での教訓を踏まえ、2012年の改正で、教訓伝承、防災教育の強
化等に関する規定が盛り込まれ、さらに、2013年の改正で、「地区防災計
画制度」の創設が行われた。
同制度に関する政府の関係会議、国会等における議論について紹介する
と、まず、「地区防災計画制度」に関して議論を行った有識者会議としては、
2011年 9月～ 12月に開催された「災害対策法制のあり方に関する研究会」
（座長：林春男京都大学教授、座長代理：室﨑益輝神戸大学名誉教授）が
あり、ここでは、同制度に賛成の立場から、①住民主体の「地区防災計画」
の策定等に関して、自主防災組織の業務として、「地区防災計画」を法定
化すべきであり、地方公共団体による費用面での支援が必要とする意見、
②援護者対策等地区でしか解決できないようなことは、地区に委ねるべき
とする意見、③河川流域の協議会を例に、行政と地域住民が、連携して地
域の防災に取り組む重要性を指摘する意見、④「地区防災計画」の「地区」
には、広いものから狭いものまで含まれるという意見があった。反対の立
場からは、⑤都市部等には町内会や自治会に入っていない者が多く、「地
区防災計画」を作成する自主防災組織がつくりにくい、⑥住民主体の「地
区防災計画」は難しく、「地区防災計画」を法定してしまうと活動がやり
にくいという意見があった 62）。
上記の議論を引き継いだ「防災対策推進検討会議」（座長：内閣官房長官）
は、東日本大震災の教訓を総括し、防災対策の充実・強化を図るため、
2011年10月～2012年7月に中央防災会議専門調査会として開催されたが、
「地区防災計画制度」に関する議論としては、賛成の立場からは、①地域
に根差した形で「地区防災計画」づくりに住民が関わっていくのは大変よ
い取組であり、地域の防災力を高めていく具体的な手段として、「地区防
災計画」は意味がある等の意見があり、反対の立場からは、②「地区防災
計画」を制度として位置付けて全国的に展開するのは、現実的ではなく、
都市部では難しく、制度として位置付けて全国で進めるとその担い手に過
剰な負担がかかる旨の意見があった 63）。そして、2012年 7月にまとめられ
た同会議の最終報告では、「コミュニティレベルで防災活動に関する認識
の共有や様々な主体の協働の推進を図るため、ボトムアップ型の防災計画

62） 同研究会議事概要参照。
63） 同会議議事概要参照。
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の制度化を図り、可能な地域で活用を図るべきである。」64）とされた。
これを踏まえ、内閣府で災対法の改正について検討が行われた。モデル

となったのは 65）、伝統的な町内会等が中心になった自主防災組織の取組のほ
か 66）、①阪神・淡路大震災の経験を踏まえ、地域の防災活動と福祉活動を組
み合わせた神戸市の「防災福祉コミュニティ」 67）、②京都市の「身近な地域
の市民防災行動計画」68）、③大手町・丸の内・有楽町周辺の事業者が中心と
なり、帰宅困難者対策を行っている「東京駅周辺防災隣組」の事例である 69）。
制度の創設に当たっては、計画の作成主体の在り方が大きな論点となった。
具体的には、自主防災組織の高齢化や形骸化等を踏まえて、計画の作成主
体を活動の推進母体となりえる事業者とする考え方と、地域住民や自主防災
組織を中心に据える考え方があった。前者は、主に都市部を想定し、後者は、
主に地方を想定した考え方であったが、最終的には、各地区の特性を活かし
た多様な活動計画を推進する観点から、計画の作成主体を地域住民及び事
業者とすることによって、両方の主体を網羅することになった 70）。

64） 同最終報告 31頁参照。
65） 内閣府で、消防庁、国土交通省等とも連携して検討が行われる中で、町内会や
自治会をベースとした自主防災組織、過去の災害経験を踏まえ、地域コミュ二ティ
において効果的な防災活動を行っている神戸市及び京都市の事例、資金、人材、
ノウハウ等を持つ事業者が中心となって帰宅困難者対策を行っている東京駅周辺
防災隣組の事例が注目された。

66） 消防庁（2011）158頁以下参照。
67） 内閣府（2014a）28頁、内閣府（2014b）別冊 14～ 15頁、内閣府（2013a）32頁、
神戸市（2010）参照。神戸市内全域 191地区でコミュニティが結成されており、
自治会、婦人会、事業者、消防団等によって組織され、平常時の福祉的な活動を
重視しつつ、災害時も活動できる組織である。1995年に神戸市が『神戸市復興計
画』を作成したが、その第 5章に「防災福祉コミュニティ」は近隣生活圏の安心
コミュニティとして位置づけられた。倉田（1999）299頁参照。

68） 内閣府（2014a）27頁、内閣府（2014b）別冊 10～ 11頁、内閣府（2013a）33頁、
京都市消防局（2010）参照。京都市では、災害による被害の未然防止及び軽減を
目的に市内全域で自主防災組織が結成され、町内会単位の「自主防災部」、「自主
防災部」を概ね小学校区単位で束ねた「自主防災会」が組織されている。そして、
自主防災部では、町内版防災計画である「身近な地域の市民防災行動計画」が作
成されている。

69） 東京駅周辺防災隣組（2012）、内閣府（2014a）32頁、内閣府（2014b）別冊 19
～ 20頁参照。2004年に帰宅困難者対策のために東京駅周辺防災隣組を設立し、
千代田区より帰宅困難者対策地域協力会として指定され、区と連携した帰宅困難
者避難訓練の実施、まちの防災・防犯機能の向上等に取り組んでいる。また、発
災時の活動ルールを定めており、その活動は、「千代田区地域防災計画」の中に
盛り込まれている。

70） 法制上の整理については、原田（2013）、佐々木（2014）、西澤・筒井（2014c）、
金（2015a）参照。なお、この論点については、丁寧な議論が行われ、防災担当
の政策統括官であった原田保夫氏（後の復興庁事務次官）は、地域住民や自主防
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また、関係府省との関係 71）についてみると、消防庁との間では、自主防
災組織の計画との関係、国土交通省・内閣官房との間では、「都市再生安
全確保計画」との関係も問題になった。前者については、従来法律的な位
置付けもなく個々の地区でバラバラに作成されていた自主防災組織の計画
を「市町村地域防災計画」に位置付けることによって、地域コミュニティ
全体の防災力の向上が期待できると整理された 72）。また、後者については、
「都市再生安全確保計画」は、都市での帰宅困難者対策のために、行政と
大規模事業者が中心となった協議会が主体となって、ハードウェアを中心
に作成する計画であるのに対して、「地区防災計画」は、地域防災力の向
上のため、地域コミュニティの住民等がソフトウェアを中心に作成する計
画であり、両者の性格が異なるものであると整理された。
ここまで説明してきた「地区防災計画制度」の創設に関する経緯につい
て、先行研究に倣い整理する。災対法制定過程の歴史的・社会的背景、関
係各機関の動き、世論の動向等について整理した後、これを「大規模地震
対策特別措置法をめぐる関係者・機関の相関図」としてまとめた吉井（1990）
60頁の図を参考に図 2のように整理した（次頁図 2参照）。

災組織を主体とする立場に、災害対策法制室長であった佐々木晶二氏は、事業者
を主体とする立場に立っていたといわれており、同室室員で普及啓発・連携担当
参事官室総括補佐を兼ねていた西澤らによる法案作成作業を経て、住民及び事業
者による計画提案制度が導入され、主体という点では、結果的に原田氏及び佐々
木氏の立場を折衷したような制度になったようである。

71） 内閣府の防災担当の政策統括官付（局）は、2001年の中央省庁等再編で、旧
国土庁を再編した組織であり、内閣府のほか、国土交通省（旧建設庁・旧国土庁）、
総務省消防庁（旧自治省を含む）、厚生労働省（旧厚生省）、NTT等指定公共機関
等の出身者で構成されており、構成員は出身府省等のリエゾン的な役割を担う場
合もあり、各府省と密に連携を図っている。

72） 消防庁は、自主防災組織の計画との関係を踏まえ、当初は、同制度の創設に消
極的であったといわれているが、同制度創設に当たり、理論的に大きな影響を与
えた室﨑益輝氏は、消防審議会会長等を歴任し、同氏の理論が消防行政に広く取
り込まれていたこともあり、消防庁も同制度の創設に協力したといわれている。
なお、2013年 12月には、議員立法により「消防団を中核とした地域防災力の充
実強化に関する法律」が制定され、市町村は地区防災計画を定めた地区に、地区
居住者等の参加の下、地域防災力を充実強化するための具体的事業計画を定める
こととされた。内閣府（2014b）47頁以下参照。
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図 2　地区防災計画制度創設までの流れ（筆者作成）73）

73） なお、2013年災害対策基本法改正に係る国会での審議の流れについては、こ
こでは省略するが、金・西澤・筒井（2015）95頁以下を参照されたい。
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ここで、改めて地区防災計画制度の趣旨と概要について整理しておきた
い。東日本大震災等における公助の限界と地域コミュニティにおける共助
による防災活動の重要性を踏まえ、内閣府は、2013年の災対法改正にお
いて、地域コミュニティの住民及び事業者による共助による防災活動に関
する「地区防災計画制度」を創設した。
同制度は、地域住民等が、自らの地区 74）の防災活動に関する計画の案（素
案）を作成し、それを市町村防災会議に提案（計画提案）して、市町村地
域防災計画の中に地区防災計画を規定させることによって、市町村と地区
の防災活動を連携させ、地域全体の防災力を高めようとしたものである。
従来の災対法に基づく防災計画制度は、国の「防災基本計画」、都道府県・
市町村の「地域防災計画」等のように、行政によるトップダウン型の仕組
みを前提としたものであったが（図 3参照）、この「地区防災計画制度」は、
地域住民や企業（法人）が、自由に自らの防災計画の範囲である「地区」
を決めることができるという前例のないボトムアップ型の制度である（図
4・5参照）75）。

74） 災対法では、「地域」とは原則として 1つの都道府県又は 1つの市町村（23区
を含む。）を意味する用語であり、「地区」は、この市町村（23区を含む。）内の
一定の場所を意味する用語である。この「地区」は、「地区防災計画制度」では、
地域住民等が自らの防災活動が及ぶ範囲内において自由に設定できることになっ
ており、法定計画としては、極めて異例のものであるが、町内会等や小学校区の
ような自主防災組織の活動範囲が「地区」として想定されている。災害対策法制
研究会（2014）参照。地域社会学においては、小学校区程度の近隣地区を地域社
会と呼ぶことが多いが、この「地区」と地域社会とは似た概念であると考えられる。
なお、内閣府では、「地区」防災計画によって、「地域防災力」を強化できるとし
ており、「地区防災力」ではなく、「地域防災力」という用語を使用しているが、
これは、「地域防災力」は、従来から都道府県、市町村、自主防災組織等の防災
力について、「地域」の大小を問わずに使用されている用語であることから、「地
区防災計画制度」の説明においても、「地域防災力」という用語を使っている。
金（2015a）参照。また、地域防災力の定義については、矢守（2011）188頁では、
被害軽減力を中心に捉える見解、被災後の地域社会の回復力を中心に考える見解
等もあるが、これらの諸要素が地域防災力にとって不可欠なものであることから、
統合的に解し、防災活動によって災害による被害を軽減し、被災後の速やかな回
復を図る地域コミュニティの力のことと解する立場に立っており、本稿でもこの
説にならうこととする。鍵屋（2005）3頁参照。また、社会学の立場から、雪、
祭り等に関する地域の共同した対応を踏まえ、地域コミュニティの防災力につい
て論じているものとして、田中（2007）227頁以下参照。地域防災力の制度化の
過程については、大矢根（2014）3頁以下参照。

75） 地区防災計画を定めるには、地域住民等によって作成された計画の素案が、市
町村防災会議によって認定される必要があるが、認定に当たっては、計画の素案
の作成主体に対して、法人格を必要としておらず、法定計画としては珍しい。災
対法（昭和 36年法律第 223号）第 42条及び第 42条の 2、災害対策法制研究会（2014）
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図 3　災害対策基本法に基づく防災計画の仕組み（内閣府（2014b）9頁に筆者加筆）

42

図 4　地区防災計画制度の仕組み（内閣府（2014a）20頁に筆者加筆）

また、①地域住民を主体としたボトムアップ型の計画である点のほかに、
②各地域コミュニティの特性に応じた計画（地域性の重視）、③計画に基
づく訓練、評価・検証、見直しによる PDCAサイクル 76）による活動を重視

15頁、防災行政研究会編（2016）第 3章参照。
76） plan-do-check-act cycle。一般に事業活動における生産管理、品質管理等の管理業
務を円滑に進める手法であり、Plan（計画）、Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改
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した計画（継続性の重視）という三つの特徴を有しているとされている。

図 5　地区防災計画の作成のイメージ（内閣府（2014b）概要資料 8～ 9頁参照）

善）を繰り返すことによって、業務を継続的に改善する考え方のことをいう。
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4　地区防災計画制度の現状と熊本地震を受けた課題
「地区防災計画制度」のこれまでの運用状況をみると、防災活動の対象
とされる範囲である「地区」は、従来の「自主防災組織」による地域コミュ
ニティの防災活動の範囲である任意団体である「町内会・自治会」（数百戸）
の単位であったり、町内会が複数集まった「小学校区」の単位であったり
する場合が多いが、都市の新しい高層マンション等の管理組合等が中心に
なって導入されている例もある 77）。なお、災害対策基本法においては、「地
域」とは原則として 1つの都道府県又は 1つの市町村（23区を含む）を
意味する言葉であり、「地区」は、この市町村（23区を含む）内の一定の
場所を意味する言葉として使われている 78）。
日本の代表的な基層組織としてあげられるのが町内会であるが、その役
割は、慶弔、お祭り、スポーツ、環境、福祉、防犯、防災等多様な活動が
含まれている。戦前は、内務省令等によって規定され、行政と連携して、
配給制を推進し、戦争遂行に当たって大きな役割を果たしたことから、戦
後、GHQによって廃止されたが、1953年のサンフランシスコ平和条約に
よって、日本が主権を回復すると、町内会の活動も自発的に復活し、大き
な役割を果たすことになった。
この町内会の果たす役割については大きな議論があり、日本の主権回復
後は、町内会の地域コミュニティとしての有効性、行政からの独立性やそ
の効用を否定する見解も多かったが、現在は、一般には、優れた市民活動
の一環として、その役割が積極的に評価されており、防災活動についてみ
ると、町内会（数百戸程度）や複数の町内会が集まって組織された小学校
区（数千戸）での「自主防災組織」による自発的な防災活動が注目されて
きた。
近年は、マンション単位での数千戸（数千～約 1万人）単位の町内会等

77） 金・筒井・西澤（2015）第 3章参照。東日本大震災後には、企業等の法人が中
心になって地区防災計画を作成する場合には、特に、一時的に買い物やビジネス
に訪れた人等の流動人口を対象にした防災活動（帰宅困難者対策）について定め
ることが重要になっている。そのような状況を踏まえ、例えば、東京都では、
2012年に「東京都帰宅困難者対策条例」を定め、それに基づき「東京都帰宅困難
者対策実施計画」を定める等対策を進めている。東京都（2014）23頁等参照。

78） 法律制定時は、町内会、小学校区等自主防災組織の防災活動の範囲が「地区」
として想定されていた。災害対策法制研究会（2014）参照。地域社会学において
一般的に小学校区程度の近隣地区を地域社会と呼ぶことが多いことを踏まえる
と、この「地区」と地域社会とは似た概念であるといえる。
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も出現している 79）。そのため、同じマンションに、法定組織であるマンショ
ン管理組合のほかに、任意団体である（法人である場合もある）町内会等
が存在する場合もあり、それぞれの組織の役員を兼任している場合等もある。
内閣府では、2013年の災害対策基本法改正による「地区防災計画制度」

の創設を受けて、同制度の普及促進のため、前述のガイドラインを作成し
たほか、このガイドラインを踏まえてモデル事業を実施してきた。これは、
主に小学校区単位での町内会等を母体とした「自主防災組織」による取組
を対象にしているが、マンション単位の防災活動を対象としたものもあっ
た 80）。
しかしながら、本稿で既に紹介したように、九州では宮崎県の中山間地
域等の 2つの地区が対象になっていたのみであり、熊本県では取組が実施
されていなかった。災害対策基本法の改正に伴う地区防災計画制度の普及
啓発が図られている中で、今回、熊本地震が発災したわけであるが、制度
施行から 3年目を迎える中、普及啓発のスピードやその頻度、関係予算の
状況等について、今後十分に検証を行う必要がある。
また、本稿のインタビュー調査で紹介した熊本の免震マンションの住民
等の事例のように、居住するマンションの安全性に気を配り、自らの事業

79） モデル事業とは関係ないが、前出の 7,000人以上が居住する東京都中央区勝ど
きの超高層マンションと複合施設「ザ・トーキョー・タワーズ」の関係者によると、
中央区は大規模広域災害時には区内から住民が疎開することを前提に防災計画を
構築しているが、超高層マンションの多くの住民が避難できる場所がそもそもな
いという問題があるそうである。2015年 10月 17日に専修大学で開催された地区
防災計画学会第 9回研究会での質疑応答参照。金（2015c）56頁参照。

80） 内閣府（2015b）、井上・山﨑・山辺・川田（2015）参照。2014年度は、岩手
県大槌町安渡地区、福島県桑折町半田地区、神奈川県横須賀市よこすか海辺ニュー
タウンソフィアステイシア、新潟県燕市笈ヶ島地区、石川県加賀市三木地区、長
野市長沼地区、長野県下諏訪町第一区及び第二区、静岡市上足洗三丁目地区、静
岡県富士市富士駅南地区、名古屋市大和地区、愛知県美浜町布土地区、三重県津
市香良洲地区、香川県高松市二番丁地区、宮崎県えびの市上大河平地が対象地区
であった。2015年度は、宮城県石巻市上釜地区、茨城県つくば市筑波山麓地区、
栃木県壬生町六美地区、東京都荒川区トキアス管理組合、東京都文京区 SYM三
町会災害連合会（新花会・三組弥生会・三組町会）、東京都国分寺市高木町自治会、
東京都国分寺市本多連合町会、新潟県長岡市東神田 3丁目地区、福井県あわら市
吉崎地区、静岡県伊豆市修善寺ニュータウン、愛知県一宮市神山連区、愛知県岡
崎市矢作北学区、愛知県名古屋市星崎学区、三重県津市美杉町丹生俣地区、兵庫
県神戸市真陽小学校区、兵庫県宝塚市中山五月台中学校区、徳島県鳴門市大塚製
薬工場と周辺自主防災会、愛媛県新居浜市金栄校区、愛媛県松山市五明地区、愛
媛県松山市高浜地区、高知県高知市下知地区、宮崎県日向市長江区が対象地区で
あった。
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継続計画や防災活動の知識を活用して日頃からの地域活動や防災活動に取
り組み、実際に大きな地震が起こった際にも、落ち着いて行動し、被害を
最小限に抑えることができた事例が熊本にもあることから、今後このよう
な事例を分析し、熊本での地区防災計画づくり等にいかしていくことが重
要になると考える。

Ⅳ　むすび

ここまで見てきたように、熊本地震では、阪神・淡路大震災、東日本大
震災等の過去の災害と同じように、避難所の整備、備蓄、耐震化等の問題
が起こっている。
東日本大震災の教訓も、九州では我が事して受け止められることがなく、
行政も地域住民も十分な備えをしてこなかったことは大きな問題である。
特に災害時の拠点となるべき市役所や避難所が全半壊したのは大きな驚き
である。また、耐震化が完了した学校の体育館の避難所が損傷したところ
もある。どこでも想定外ということを理由にあげているようだが、そもそ
も基本的な防災意識を変える必要がある 81）。
「地区防災計画制度」についても、過去の災害経験を受けて、法律改正
を経て、災害対応に役立ちそうな共助の仕組みが作られたにもかかわらず、
熊本をはじめ九州ではほとんど普及していなかった。制度を推進する内閣
府のモデル事業等の取組も九州では限られた地域でのみ実施されており、
取組として不十分であったように思われる。
一方で、今回の熊本地震における共助の動きの中には、これまでの災害
の教訓を踏まえた注目すべき動きもあった。本稿で紹介した事例のほかに、
例えば、避難所となる体育館への間仕切りを設置するボランティアの活動
は、被災者のプライバシーを確保するために、簡単な紙管を組み合わせた
骨組みに布を安全ピンで留めるだけだが、被災者が、広さを簡単に調整す
ることが可能であり、もともとは、東日本大震災の際に活用が模索された

81） 例えば、熊本市立帯山小等の体育館は耐震工事を終えて 14日の前震後に避難
所となっていたが、16日の本震後に損壊した。なお、耐震改修促進法は、学校施
設等が震度 6強以上の地震で倒壊又は崩壊する危険性が低い耐震性を求めてい
る。「耐震化完了でも損傷、24校体育館を使用禁止に」2016年 4月 21日『読売
新聞』参照。
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ものであるが、熊本市中央区等の避難所では、被災後 1週間以内にはボラ
ンティアの指導を受けて、上手に活用されていた 82）。
本稿執筆中にも被災地では余震が続いており、被災者の避難所での生活
は厳しいものとなっている。特に、今後注意すべきであるのが、災害関連
死の問題である。東日本大震災等でも、発災を契機として、地域コミュニ
ティでのネットワークが壊れ、慣れない避難所での生活が引き金となって、
高齢者をはじめ多くの方が亡くなっており、今後は、行政が状況に応じた
適切な支援を地域コミュニティに行い、コミュニティが一体となって災害
関連死による死者を一人でも少なくすることが重要になる。
また、復旧・復興に当たっては、今回の災害の教訓を踏まえ、災害に強
いまちづくりが求められる。その際、行政によるトップダウンの復興では
なく、地域コミュニティを主体としたボトムアップ型の地域特性をいかし
たまちづくりが求められており、そのための一つの制度として、「地区防
災計画制度」が活用できると考える。同制度は、施行されて 2年の新しい
制度であるが、既に、全国で先進的な取組が見られており、それらを参考
に事前復興的な観点から、防災計画づくりを進めていくべきである。
一方、近年、行政効率化やいわゆる事業仕分けを過度に進め過ぎて、行
政の現場には、通常業務のための体制しかなく、各組織に緊急時に対応で
きるだけの余裕が全くない状況にあるように思われる。行政学等では、欧
米の事例をモデルに行政効率化が語られることが多く、旧民主党政権では、
「仕分け」ということでその取組が頂点を迎えたが、東日本大震災の結果
だけでなく、今回の熊本地震をみてもわかるように、担当行政官を過度に
減らすことは、行政の対応能力をそぐことになり、災害等の緊急時には、
問題に対応できるパワーやノウハウを持った職員が存在しないという事態
になる。
特に、市町村の首長や職員による災害対応は、地域住民や事業者の活動

に直接的に影響があることから、地域住民や事業者は、首長や職員の行政経
験や災害対応の在り方を今一度見つめなおす必要があるのでないだろうか。
最後に、ICTの観点から考察をしておきたい。
携帯電話をはじめとする情報通信市場では、市場における事業者間の競争

82） 「プライバシー確保　小学校体育館に間仕切り」2016年 4月 24日『読売新聞』
参照。
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状況を評価（競争評価）し、それに基づいて、多様な規制政策がとられてきた。
しかし、東日本大震災後も大規模広域災害時の事業継続の在り方、地域コミュ
ニティへの影響等については十分な配慮がなされていないようである。また、
地域コミュニティにおける地区防災計画づくりに当たって、ICTの活用が重
要な鍵になっているが、行政や通信事業者では、「地区防災計画制度」に関
する理解が浅く、地域コミュニティの防災力強化の場面において、ICTを十
分に活用できていないように思われる。そこで、東日本大震災の教訓を踏まえ、
情報通信の分野でも、事業継続の在り方や地域コミュニティへの影響等につ
いて考慮すべきではないかとの議論が出ている 83）。
例えば、総務省は、携帯電話、固定電話、インターネット等各市場にお
ける政策評価に基づいて、市場支配的事業者に対する規制を設けているが、
従来の政策評価は、市場におけるシェアやその変化、ライバル事業者の状
況、サービス価格の動向、消費者の動向等に基づいて行われており、災害
時の事業の継続の状況やその可能性、事業者の地域コミュニティとの連携
の状況や共助の可能性については、考慮されていない 84）。
しかし、東日本大震災以降、事業者が市場で生き残るために災害対応を
検討することは不可避であり、防災計画・事業継続計画を準備するのが一
般的になりつつあるが 85）、その際には、地域コミュニティの住民と連携して
共助による防災活動を進めることが重要であるといわれている。
例えば、事業継続分野の標準的なガイドラインとなっている内閣府

83） 林・西澤（2016）14頁参照。なお、2016年 3月に東京大学で開催された地区
防災計画学会第 2回大会では、当該主張に対して、各分野から多くの意見が寄せ
られた。

84） 情報通信市場の政策評価については、岡田・林（2014）、林・西澤（2008）、林・
西澤（2007）参照。また、「地区防災計画制度」と ICTについては、西澤・筒井（2014a）、
西澤・筒井・金（2014）参照。

85） 内閣府が、2016年 3月に公表した「平成 27年度企業の事業継続及び防災の取
組に関する実態調査」では、大企業における事業継続計画の策定率は、3年前の
平成 25（2013）年度比 6.8％増の 60.4％、中堅企業では同比 4.6％増の 29.9％だっ
たほか、「策定中」及び「策定を予定している」と回答した企業を含めると、大
企業では 92.0％、中堅企業では 72.2％となった。一方で、事業継続計画の分野で
有名なインターリスク総研の「国内上場企業の事業継続マネジメント（BCM）実
態調査」では、事業継続計画に関する訓練を定期的に実施しているかについて尋
ねたところ、39.1％の企業は全く実施していないことが判明しており、事業継続
計画の策定のみにとどまり事業継続力を維持向上させるための訓練等が進んでい
ないことにも留意する必要がある。同社 HP http://www.irric.co.jp/news/press/2016/
apr/0404.html 、「BCPが絵に描いた餅になっていないか」『リスク対策 .com』2016
年 5月 13日参照。
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（2013c）1頁では、「本ガイドラインは、取組が未着手の企業・組織に対
してはその開始を、不十分である企業・組織に対してはその見直し・改善
を推進し、さらにはサプライチェーン（供給網）の重要性などを念頭に、
企業・組織間や地域内外での連携を促すことで、企業・組織や産業全体と
しての事業継続能力の向上を目指している。」とうたっているほか、20～
21頁では、「企業の重要な顧客や従業員の多くは地域の人々である場合も
多く、また、復旧には、資材や機械の搬入や工事の騒音・振動など、事業
所の周辺地域の理解・協力を得なければ実施できない事柄も多いため、地
元地域との連携を考えることは大変重要である」とし、「地元地域社会を
大切にする意識を持ち、地域との共生に配慮することが重要」であるとし
ている。そして、「企業・組織は、地域を構成する一員として、地域への
積極的な貢献が望まれる。地元の地方公共団体との協定をはじめ、平常時
から地域の様々な主体との密な連携が推奨される。」としている。
また、同ガイドラインの解説書である内閣府（2014c）24頁でも、「地
元地域との関係においは、人道的視点はもちろん、企業の社会的責任の視
点からも、次のように、より積極的に維持・強化していく戦略を考えるこ
とが強く望まれ」るとし、その中で、「地元の地方公共団体や地域の様々
な主体との連携」に関する協定の例として、「水・食料の提供、避難所の
提供、復旧作業への協力から、機器の修理、物資の運送、技術者の派遣な
ど、多様なものが想定され」、「行政以外の地域の様々な主体との関係につ
いては、例えば、自治会や非営利団体（NPO）との被災者支援での連携に
加え、平常の防災活動に対して集会場所・展示物を提供したり、講師の派
遣やセミナーを共催すること等も考えられ」るとしている。
このような方向性を踏まえるならば、事業者が主体となって地域コミュ
ニティと連携した事業継続計画を作成し、それを災害対策基本法に基づく
「地区防災計画制度」上でも活用し、社会的にそれを評価する仕組みを作
ることも一つの方法である。
社会から事業者に求められているのは、災害が発生したときに、事業を
継続できることだけではなく、共助の観点から地域コミュニティと連携し
て住民と相互に助け合えるかどうかも重要になっている。これは、発災時
の早期復興にもつながることであり、今後さらに強調されるであろう。
情報通信市場においては、新規事業者による市場参入を進め、市場を活
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性化させることが重要であるとされるが、ここまで述べてきたように、日
本は災害の多い国であり、日頃から地域コミュニティの共助の観点から災
害対策に取り組むことが重要であることから、そのような取組を行ってい
る事業者が、総務省の政策評価の際にも正当に評価されるべきではないだ
ろうか。
この点、建設業の分野では、国土交通省の地方整備局の競争入札等で事
業継続計画等の要素を取り入れて 86）、建設業界全体の防災力の底上げを
図っており注目されている。
例えば、国土交通省関東地方整備局では、災害時において、緊急輸送道
路の早期確保や河川堤防、港湾施設等の早期復旧に取り組む責任を担って
おり、その実施に際しては建設会社の協力が必要不可欠であることから、
「建設会社における災害時の事業継続力認定」を実施している。本認定は、
建設会社が備えている基礎的事業継続力を評価し、適合した建設会社に対
する認定証の発行及びその建設会社を公表することにより、建設会社にお
ける事業継続計画の策定を促進し、同局の災害対応業務の円滑な実施と地
域防災力の向上を目的として行うものであり、2010年度から、総合評価
方式の入札において、「地域への貢献（災害時の事業継続力認定）」の項目
を設け、加点対象としている 87）。
このような取組は、情報通信市場においても参考になるものであり、今
後、情報通信市場の政策評価とそれに伴う規制の在り方の検討に当たって
も、地区防災計画や事業継続計画のような地域防災力の強化につながるよ
うな要素を考慮に入れるべきである。
さらに、地区防災計画づくり等防災活動を契機として地域コミュニティ
の活性化を進めるには、ICTの活用が重要な鍵となっており、各事業者に
よる地域コミュニティの活性化のための ICTを活用した取組についても
積極的に評価し、情報通信市場における新しい評価手法を構築する必要が
ある。

86） 関東地方整備局 HP http://www.ktr.mlit.go.jp/bousai/bousai00000041.html参照。
87） この他、日本政策投資銀行では、2006年度から防災及び事業継続対策への取
組みに優れた企業を評価・選定し、その評価に応じて融資条件を設定するという
格付制度を導入し、防災・減災対策、事業継続（BCP、BCM、BCMS）対策に関
する企業の取組を支援している。日本政策投資銀行 HP http://www.dbj.jp/solution/
financial/risk_manage/service.html参照。
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わが国では、経済の成熟とともに大都市への人口及び産業の集中が加速
し、全般的な少子高齢化とも相まって、地方における過疎化、産業の空洞
化が進んでいる。とりわけ、東日本大震災によって被害を受けた地域では、
産業の空洞化がさらに進展したことにより雇用の機会が失われ、復興への
大きな障害となっている。
他方、情報通信政策の分野では、競争の促進を通じて高度なネットワー
ク基盤の構築が進み、世界最先端の情報通信インフラが提供されている。
特に、地域における情報ネットワーク基盤の充実は、いわゆるデジタル・
ディバイドを解消し、ユビキタスな環境を実現するうえで必須であると考
えられ、公設民営等のスキームを活用して、整備が進められてきた。並行
して、地域振興・震災復興への地域における情報ネットワーク基盤の活用
を検討する研究が、地域政策、経済政策分野で進められてきた（三友（2014）
参照）。
しかし、これまでの研究の結果、基盤整備のみによって地域活性化を目
指すことには限界があるように思われる。他方、現状の利用方策では、地
域情報ネットワーク基盤が十分に利活用されていないという指摘もある。
既存生産社会資本を有効活用するとともに、地域防災力強化を通じて地域
経済および社会の活性化を早急に達成するという喫緊の政策課題のために
何が必要なのか。本稿は、地域防災力強化の最終的なインパクトは地域社
会に波及するとの前提のもと、定量的な評価にとどまらず、地域住民への
調査を通じて、このような分散型地域防災構造（すなわち「地区防災計画
制度」）の定着への期待、福祉や教育啓蒙における活用も含めた効果を把
握するための研究の一里塚である。
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